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エネルギー資源作物と
バイオ燃料変換技術の研究開発動向 ‥‥‥
AAAS科学技術政策フォーラム報告‥‥‥
情報通信分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縡 ICT産業の国際競争力の強化に向けた「ユビキタス特区」の創設
縒量子コンピュータの演算基本回路を固体素子で初めて実現
環境分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縱熱伝導性と環境を考慮した筐体用バイオプラスチックを開発
ナノテク・材料分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縟米国物理学会でグラフェンに関する発表件数が急増
縉高強度で伸縮性に富むナノクレイ複合ポリウレタン
社会基盤分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縋都市部のトンネル補助工法に圧縮空気を活用し安全性を確保
フロンティア分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縢欧州連合及び欧州宇宙機関、初の共同宇宙政策を承認
「科学技術の俯瞰的予測調査」
　　　　　　　　　　に基づく検討‥‥‥
　分野3：『脳科学』の進展による生活者の活動支援
　分野4：安全で持続可能な都市
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エネルギー資源作物と
バイオ燃料変換技術の研究開発動向
　地球温暖化問題を克服し、持続的な経済発展を実現する上で、再生可能なバイオマス
資源の活用拡大が求められており、特に石油代替燃料としてバイオ燃料普及拡大の動き
が世界各国で活発化している。
　海外では、米国、EU、ブラジルを中心に、豊富な土地を活用し、エネルギー利用を
目的とした作物（エネルギー資源作物）栽培と、そこで得られるバイオマス由来のエタ
ノールやナタネ油などを自動車用燃料として利用する動きが活発化している。バイオ燃
料はUS$50/バレルを超える原油価格においては、価格面で既存の化石燃料に対し十分
競合可能となる。中長期的には必ずピークを迎える石油生産量と原油価格トレンドを踏
まえ、欧米各国ではバイオ燃料を輸送部門の代替エネルギーの最有力候補と位置付け、
様々な導入支援策に加えて、将来的な供給量の安定的確保を目指した資源・研究開発を
積極化している。
　これに対し日本では、2005 年４月に閣議決定された「京都議定書目標達成計画」にて、
原油換算 50 万 k褄のバイオ燃料を輸送用燃料に利用する目標が掲げられており、2006
年「バイオマス・ニッポン総合戦略」では、国内バイオマス資源を利用したエタノール
生産可能量は、国内の年間ガソリン消費量の約 10％にあたる 600 万 k褄/年であるとし
ている。しかしながら、食料自給率が 40％にとどまる日本では、化石燃料とコスト競
合可能なバイオ燃料導入の実績がなく、中長期的導入義務化や税制と含めた本格的な制
度対応までには至っていない。
　世界の土地ポテンシャルを見ると、2050 年前後の世界人口ピーク時の食料生産とバ
イオ燃料生産を両立する可能性は十分にある。日本でバイオ燃料を本格的に導入するに
あたり、エネルギーセキュリティの観点から、今後拡大が予想される海外でのエネルギ
ー資源作物向け耕地権益を含む国産資源の確保と多様化に努める必要がある。資源小国
の日本が海外資源を獲得するために、資源国や他国には無い日本独自の第二世代バイオ
燃料技術（エネルギー資源作物、リグノセルロースを原料とするバイオエタノール燃料
変換、バイオディーゼル燃料変換）が重要となる。しかしながら、現状、バイオ燃料関
連技術の科学技術論文数を比較すると、いずれの研究分野についても、日本の論文数は
欧米から大きく引き離されており、発酵を中心とする微生物学分野など、日本が強いと
いわれる研究蓄積が活かされていない。
　今後の日本における技術開発を進めるには、バイオ燃料の国家導入目標・時期を明確
に設定し、現実的な資源確保戦略と制度対応のあり方を検討する必要がある。それらと
整合した第二世代バイオ燃料研究開発ロードマップ構築が不可欠である。その際、エネ
ルギー資源作物生産の対象となる土地条件（気候・土壌）を明確化し、研究ターゲット
の絞込みが重要である。また、第二世代バイオ燃料研究対象は、エネルギー分野とライ
フサイエンス分野の両分野にわたっており、両分野の人的交流による研究活発化や融合
化、更には研究拠点構築が重要である。
科学技術動向
概　要
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AAAS科学技術政策フォーラム報告
　2007 年５月３日、４日の２日間、ワシントンD.C. において全米科学振興協会AAAS
（American Association for the Advancement of Science）の科学技術政策フォーラム
が開催された。政策フォーラムは、1976 年以来、毎年春に開催されており、本年が 32
回目となる（2004 年から名称をコロキアムからフォーラムに変更）。参加者は、６回連
続参加となるジョン・H・マーバーガー科学技術担当大統領補佐官（兼大統領府科学技
術政策局長）をはじめとする政府高官、議会関係者、大学の教員及び研究者、関連シン
クタンク研究者・アナリスト、各学会関係者、さらに諸外国の科学技術政策の関係者な
どで、計 400 名以上が参加した。
　ジョン・H・マーバーガー大統領補佐官は、基調講演で昨今の連邦政府研究開発予算
の推移などについて考えを述べ、2003 年度までの５年間におけるNIH の R&D予算の
倍増とそれがもたらした研究者の拡大を例に挙げ、急速に拡大した研究者を従来と同じ
ビジネスモデルで維持することは困難であると指摘した。そして、大学における研究は、
民間スポンサーと新しい関係をつくるなど、財源の多様化によって新しいモデルへ変化
し始めており、連邦政府はこの変化を奨励すべきであるとの考えを示した。
　合同セッションでは、2008 年度連邦政府研究開発予算の分析報告、製薬産業・バイ
オメディカルにおける R&Dの課題や、科学情報の秘匿や公開の問題がテーマとなっ
た。Budget and Policy Program ディレクターのケイ・コイズミ氏は、2008 年度の連
邦政府研究開発予算について、ブッシュ政権は 2012 年までに赤字を削減して財政均衡
を達成するとしていることから、2007 年度に引き続き米国競争力強化イニシアティブ
（American Competitiveness Initiative：ACI）関連予算などの一部を除いて削減傾向に
なったと分析報告した。
　バイオメディカルの生産性の問題点を巡る議論では、膨大な投資に対し FDAの薬剤
及び生物医薬品の承認件数が伸びていない点などが指摘され、急速に発展する医療に、
規制の枠組みが追いついていないため、規制プロセスの改革の必要性が指摘された。一
方、科学情報を秘匿すべきかという問題も議論された。研究の遂行や知的財産権の保護、
個人情報の保護、テロのリスクからの防護などの場面での情報の秘匿は必ずしも悪ではな
いが、国民の健康リスクに関わる場合などでは強く情報開示が求められる。科学情報の取
扱いについては、有効に機能するガイドラインが必要であるという意見が提示された。
　パラレルセッションでは、科学技術において拡大する州の役割、発展途上国における
科学技術及びイノベーション能力の構築、監視・プライバシーと科学技術の役割などの
テーマが設定され、個別に議論が行われたが、昨年までのフォーラムでは比較的大きく
取り上げられてきた国土安全保障問題は、トピックを監視技術と社会、プライバシーの
問題等に絞って議論が行われた。
科学技術動向
概　要
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2025 年に目指すべき社会の姿
̶「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検討̶
分野3：『脳科学』の進展による生活者の活動支援
分野4：安全で持続可能な都市
参　考：NISTEP　REPORT　No.101
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep101j/idx101j.html
　イノベーション 25 戦略会議では、イノベーションを「単なる技術革新にとどまらず、
新しいビジネスや新しい社会的枠組みも含んだもの」と定義し、特に「生活者の視点か
らの新しい豊かさの実現」「大きなアジア、そして世界との共生による成長」「志の高い、
創造性の高いチャレンジする人が輩出され活躍する社会」の３点を念頭において議論す
べきとの方針が示されています。
　科学技術動向研究センターは、イノベーション 25 戦略会議の議論のために、先に行
なわれた「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査」の結果を基に、「2025 年まで
に日本が目指すべき社会の姿」の検討を、以下の６つの分野で行ないました。
　今月は前号に引き続き、分野３および分野４の検討結果の概要を紹介します。
連載概要
分野 分野名 内容（概要）
分野１ 生涯健康の時代
国民が望み期待する社会の姿を「健康寿命の延伸」に設定
し、三大疾病（がん、心疾患、脳血管障害）、認知症、及
び生活習慣病等に焦点を当て、疾病の予防・診断、治療の
観点から検討を行う。
分野２
生活インフラとしての
情報環境
―ユビキタス成熟社会―
要素技術層、それら要素技術をベースに形成されるインフ
ラ層、それらが反映した生活シーンの３層構造の枠組みで
検討を行う。特に生活シーンにおいて具体的な姿を示す。
分野３
『脳科学』の進展による
生活者の活動支援
脳科学や認知科学の発達によって、生活者の視点でどのよ
うな変化が起きるのかについて検討を行う。脳科学、認知
科学の技術シーズが医療やロボットによる生活支援等の社
会ニーズと結びついて、働き方、学び方、暮らし方、遊び方、
人間関係などにどのような変化をもたらすかを描く。
分野４ 安全で持続可能な都市
「時代の変化に対応し、住む人が誇れる都市」の実現に向
けて、環境問題や交通事故等の社会問題を解決した持続可
能な都市生活の将来像を描く。
分野５
闊達たる人生
― 職業選択、子育て、
　シニアライフの多様化―
子育て家族、シニアライフ、多様な職業選択をフレームと
して、家事、趣味・娯楽・文化、学習・教育、安全、介護、
移動、コミュニケーション、地域活動等の観点から、あるべ
き生活の検討を行う。多様な生き方・働き方の中から各人
が自分にあったスタイルを選択できる将来を描く。
分野６
地球規模の環境問題の克服と
世界との共生
環境問題、特に、地球温暖化、水、エネルギーなどの地球規
模の問題に対して、日本の技術がどのように貢献し得るの
かの検討を通して、アジア・世界との共生のイメージを描く。
議論された６つの分野
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 情報通信分野 TOPICS Information & Communication
　2007年 4月、総務省は「ICT改革促進プログラム」を発表した。「国際競争力の強化」「通信・放
送分野の改革の推進」「情報通信に係る国際戦略体制の抜本的強化」の 3本を柱としており、その一
つ 「国際競争力の強化」に「ユビキタス特区」の創設があげられている。「ユビキタス特区」では、国際
的に優位にあるユビキタスネットワーク技術等を活用し、世界最先端のサービスの開発、実証実験等を促
進し、日本のイニシアティブによる国際展開可能な「新たなモデル」の確立と、豊かな国民生活の実
現への寄与を目的とし、固定通信、移動通信、コンテンツ、アプリケーションが融合・連携したサービ
スの開発、実証実験等を実施する。北海道、沖縄及び研究開発拠点が集積している場所で、複数のプロ
ジェクトの実証実験が行われる場所などの条件がある。また、今後は他国においても一定の特典を有する
「ユビキタス姉妹特区」を設けるよう働き掛けるなど、国際連携のスキームを検討する予定である。
トピックス1　ICT産業の国際競争力の強化に向けた「ユビキタス特区」の創設
　総務省は、2007年４月 20日に「ICT改革促進プ
ログラム」１）を発表した。このプログラムは 2011
年の完全デジタル元年に向け、利用者の視点に立
って ICT分野の構造改革を加速化し、ICT産業の
国際競争力の強化と我が国の経済を新たな成長の
トレンドに乗せることを目的にしている。そして
「国際競争力の強化」、「通信・放送分野の改革の推
進」、そして「情報通信に係る国際戦略体制の抜本
的強化」を重点３本柱としている。
　柱の一つである「国際競争力の強化」の具体案
に「ユビキタス特区」の創設が挙げられている。
発表では、「世界初の ICTサービスが開発・利用で
きる環境を整備する。固定通信、移動通信、コン
テンツ、アプリケーションが融合・連携した世界
最先端のサービスの開発、実証実験等が円滑に実
施できるよう、規制改革を行う」と述べられている。
この「ユビキタス特区」創設の目的は、国際的に
優位にあるユビキタスネットワーク技術等を活用
し、世界最先端のサービスの開発、実証実験等を
促進し、日本のイニシアティブによる国際展開可
能な新たなモデルを確立するとともに、豊かな国
民生活の実現に寄与することである。
　無線技術を利用するには、まず周波数を確保す
る必要があるが、ある周波数が使用されていると
きに同じ周波数を用いると混信が起きる。これを
避けるため、政府が利用者に免許を付与するとい
う形で周波数政策は展開されてきた。現在、電波
の周波数は、免許を受けた事業者だけが配分を受
けており、通常は割り当てられた周波数を他に使
わせることは認められていない。また、無線技術を
実用に供していくためには、実験が簡単にできるこ
とも重要であるが、我が国では屋外実験を行おうと
する者は個別に免許を得なければならない２）。
　上記の特区ではこうした制約を緩和する。具体
的には、企業などに割り当てた電波の使用権を第
三者に貸し出すことを認める「二次取引制度」を
創設する予定である。また、この対象を携帯電話
などに拡大することも検討予定である。例えば、
携帯電話会社などが使用する電波周波数帯のうち、
空きの部分を他の企業などが新事業の実証試験に
有効活用できる環境が整うと、ベンチャー企業な
どが電波の利用権を買い上げて容易に新規参入す
ることが可能になる。
　総務省では、「ユビキタス特区」の創設にあたり、
次のようなプロジェクトイメージを描いている。
蘆 固定通信、移動通信、放送の融合・連携サー
ビス、各種アプリケーションの開発
蘆 携帯、自動車、家電、ロボット等日本の強み
をいかした組み合わせプロジェクト
蘆世界最先端のユビキタス端末の開発・実証
蘆次世代携帯電話に関する開発・実証
　「ユビキタス特区」は、北海道、沖縄及び研究開
発拠点が集積している場所であり、複数のプロジ
ェクトの実証実験が行われる場所が地域の対象で
あり、また期限は 2010 年度末までと明記されてい
る。さらに、「ユビキタス特区」の構想では、国内
にとどまらず、他国においても一定の特典を有す
る「ユビキタス姉妹特区」を設けるよう働き掛け
るなどといった、国際連携のスキームも検討する。
　先端技術の早期実用化を後押しし、実証試験に
関係する規制を緩和した特区制度の活用は、６月
１日に閣議決定した国の長期戦略指針「イノベー
ション25」の中でも挙げられている３）。
参考 1） http://www.soumu.go.jp/pdf/070420_1.pdf
 2）  「周波数共用化をめぐる技術と政策の動向」
科学技術動向 2004.11
 3）  http://www.kantei.go.jp/jp/innovation/
saishu/070601/kakugi1.pdf
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 情報通信分野 TOPICS Information & Communication
　2007年 5月、日本電気株式会社、Z科学技術振興機構、Z理化学研究所は共同で、ビット間の結
合を制御することが可能な超伝導磁束からなる量子ビットを実現し、量子アルゴリズムの実行が可能な
固体素子からなる回路を初めて実現したと発表した。また、この技術を用い、2つの量子ビットを用いた
簡単な量子演算プロトコルを実証したことも発表した。物質の量子力学的な性質を使う「量子コンピュ
ータ」は、従来のコンピュータが不得意とする暗号技術の基礎となる素因数分解やある種のデータベース
検索などを、瞬時に解くことが可能であると考えられている。計算は、「量子ビット」と呼ばれる“0”
と“1”の量子状態の重ね合わせを用いるが、これを固体素子で実現する研究が世界各所で行われてきた。
今回の結果は、量子コンピュータの研究が、素子レベルから回路レベルへと進展しつつあることを示すも
のである。
トピックス2　量子コンピュータの演算基本回路を固体素子で初めて実現
　物質の量子力学的な性質を使う量子コンピュー
タは、スーパーコンピュータを使っても膨大な時
間がかかる特定の計算（暗号技術の基礎となる素
因数分解、ある種のデータベース検索等）を瞬時
に解くことが可能であると考えられている。量子
コンピュータは、“0”と“1”という２つの量子状
態を波のように重ね合わせることができる「量子
ビット」を用いて計算を行う。量子アルゴリズム
と呼ばれる特殊な演算方式を用いると、一種の大
規模な並列計算が可能となる。これまで、量子ビ
ットを実現する固体素子を目指して、研究開発が
世界各所で行われてきたが、研究成果は個別の素
子の形成にとどまっていた。
　2007 年５月、日本電気株式会社、C科学技術振
興機構、C理化学研究所は共同で、ビット間の結
合を制御することが可能な量子ビットを実現し、
量子アルゴリズムの実行が可能な、固体素子から
なる回路を初めて実現したと発表した。また、こ
の技術を用い、今までの単なる量子ビットの素子
動作から一歩前進して、２つの量子ビットを用い
た簡単な量子演算プロトコルを実証したことも発
表した。
　今回の固体素子では、超伝導磁束からなる量子
ビットを用いている。今までの研究では、個々の
量子ビットの物理的な配置が固定してしまうなど
の理由で、量子ビット間の結合の制御をその量子
状態を乱さずに行うことは極めて難しいとされて
いた。今回は、２つのビット間の結合を、別のも
うひとつの量子ビットを用いて実現するという方
式を開発した。この結果、量子状態を乱さずにビ
ット間の結合の制御を行うことに成功した。具体
的には、特定の周波数を持つマイクロ波パルスを
第３の量子ビットに加えることにより、そのイン
ダクタンスの変化によって、２つの量子ビット間
の結合を誘起し、その結合を制御している。この
ように、結合を誘起する回路にも量子ビットを用
いているため、この形式の量子コンピュータは、量
子ビットの繰り返し構造となり、ビット数増加に対
しても対応可能な回路とすることができる。
　実験では、量子ビット自体の制御と２つの量子
ビット間の結合の制御の２種類の制御からなる簡
単な量子演算プロトコルの実証を行い、予期した
通りの演算が実現していることが確認された。今
回の結果は、量子演算の基本単位となる回路が固
体素子で初めて実現し、量子コンピュータの研究
が、素子レベルから回路レベルへと進展しつつあ
ることを示すものである。
　今後は、演算ステップ数の増加と量子ビットの
集積化が、量子コンピュータ実現に向けた課題と
なる。なお、本研究は、C科学技術振興機構が進
めている戦略的創造研究推進事業（CREST）とし
て行われたものである。
参考 1)  プレスリリース　　http://www.nec.co.jp/
press/ja/0705/0703-01.html
 2)  A. O. Niskanen et al. Science, Vol.316, 
723 (2007).
結合が可能な２量子ビット演算回路（量子ビット１および２が量子ビット３
によって結合する）と実行した２量子ビット演算プロトコルの演算ステップ
量子ビット１
量子ビット２
２量子ビット
ゲート
１量子ビット
ゲート
１量子ビット
ゲート
時間の流れ
１量子ビットゲート：１つの量子ビットの
　　　　　　　　　　　　　　重ね合わせの制御
２量子ビットゲート：２つの量子ビット間の結合の制御1ミクロン
日本電気株式会社より提供
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 環境分野 TOPICS Environmental Science
　携帯電話やノートパソコンなどの小型の電子機器は、使用されるデバイスの高性能化により、発熱量が
増加していることから、放熱能力の向上が課題となっている。近年、電子機器用の新しい素材として、環
境負荷の少ない再生可能な植物を原料とした、バイオプラスチックと呼ばれるポリ乳酸樹脂が注目され
ている。日本電気㈱はこの度、植物由来の樹脂を用いて、ステンレス以上の熱伝導性を示す高熱伝導性バ
イオプラスチックを世界に先駆けて開発した、と発表した。この新材料は、含有させる炭素繊維の状態や
結合剤を工夫したものであり、従来困難であった局部的な高温化を防ぎながら筐体全体で放熱すること
が可能となった。 今後、より一層小型・薄型化が進む電子機器の発熱と、環境の双方の課題を克服でき
るものとして、環境適合素材の開発分野においても注目すべきものである。
トピックス3　熱伝導性と環境を考慮した筐体用バイオプラスチックを開発
　携帯電話やノートパソコンなどの小型の電子機
器は、使用されるデバイスの高性能化が進み、発
熱量が増加していることから、放熱性の向上が課
題である。これまで電子機器の発熱対策として用
いられていた放熱ファンや放熱シートは、薄型機
器には適さない。一方金属筐体は、デバイス近傍
の局部加熱と重さの問題がある。そこで近年、電
子機器用の素材として、再生可能な植物を原料と
したバイオプラスチックとしてポリ乳酸樹脂が注
目され、これまで耐熱性や強度を大幅に向上した
ケナフ添加ポリ乳酸樹脂を開発し、携帯電話など
に利用されている。筐体全体としての熱伝導性を
高めるために、石油系樹脂に金属や炭素の粉体や
繊維を含有させることを検討しているが、プラス
チックの成形性が著しく低下し、比重やコストも
増加し、さらに環境負荷という課題がある。また
従来から使用されている生分解性プラスチックは、
プラスチックのように石油を使っても作ることが
できるが、これも環境負荷への課題がある。
　日本電気㈱はこの度、植物由来の樹脂を用いて
ステンレス以上の熱伝導性を実現し、電子機器の
環境対策と発熱対策の双方に寄与する高熱伝導性
バイオプラスチックを世界に先駆けて開発した、
と発表した。さらに、ポリ乳酸樹脂に有害物質を
添加することなく、難燃性や形状記憶性を付与さ
せることも考慮されている。今回、開発した新素
材の特長は、以下のとおりである。
① 金属素材の問題であった局部加熱の伝熱性問題
を解決させるべく、トウモロコシなどを原料と
したポリ乳酸樹脂に特定の繊維長の炭素繊維と
独自に開発した結合剤を添加・混合し、樹脂中
で炭素繊維を互いに結合させて網目状にした。
② こうして高度な熱伝導性（炭素繊維 10％添加で
ステンレス程度、約 30％添加でステンレスの２
倍の熱拡散性）を得ることができた。平面方向
への伝熱性についてテストした結果、デバイス
裏面の温度変化は、ステンレスよりも新素材の
ほうが変化が少なかった（表紙カラー図参照）。
③ 石油系熱伝導性プラスチックの半分程度の比
重を実現できた。また、ポリ乳酸樹脂よりも約
80％もの破断伸びが向上し、電子機器の筐体に
利用する上で必要な強度特性や成形性の問題も
解決できた。
④ 炭素繊維を除く成分は、結合剤も含め大部分が
植物由来であり（90％以上）、優れた環境調和性
を持つ。
　このバイオプラスチックを電子機器の筐体に利
用することで、従来は困難であった局部的な高温
化を防ぎながら筐体全体で放熱することが可能と
なる。またこの特性により、今後、より一層小型・
薄型化が進む電子機器の発熱と環境負荷対策の双
方を改善できる。植物由来のバイオプラスチック
は、分解されて発生する二酸化炭素と水も、元は
といえば大気中にあった二酸化炭素と、土壌にあ
った水である。よってライフサイクル全体で、製
造に要するエネルギー消費を除けば二酸化炭素を
発生させない。今回の開発は、こうした環境適合
素材の開発分野において注目すべきものである。
炭素繊維の網目がポリ乳酸樹脂中で形成
独自な結合剤（植物原料）
（樹脂中で微分散）
ポリ乳酸樹脂 炭素繊維（数mm長／～10％）
参考 1) 日本電気㈱ホームページ：
  http://www.nec.co.jp/press/ja/0704/0902.html
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 ナノテク・材料分野 TOPICS NanoTechnology & Materials
　米国物理学会（APS）において、グラファイト（graphite：黒鉛）を構成する単原子層シートである
グラフェン（graphene）に関する研究の発表件数が急増している。グラフェンはカーボンナノチューブ
と同様に、電気的・機械的・熱的に優れた特性があると予想されていたが、安定したグラフェンを作製す
ることが困難だったため、グラフェンに関する発表件数はあまり多くなかった。しかし、2004年から
2006年にかけて、新しいグラフェン作製手法の開発、グラフェンを用いた電子回路の作製およびその
特性の観察など、革新的な研究発表が報告され、これらに多くの研究者が興味を示し、研究の活発化に結
びついたものと見られる。日本物理学会でも発表件数に増加の兆候が見られ、今後のグラフェンに関する
研究活動が注目される。
トピックス4　米国物理学会でグラフェンに関する発表件数が急増
　グラファイト（graphite：黒鉛）は、ベンゼン環
の炭素骨格が二次元につながった単原子層シート
が積層した構造になっており、この単原子層シー
トをグラフェン（graphene）と云う。ちなみに、
カーボンナノチューブ（CNT）はグラフェンが円
筒状に巻かれた構造である。グラフェンはCNTと
同様に、電気的・機械的・熱的に優れた特性を有す
ることが予想されていたが、特性を調べることが
できるような安定したグラフェンを作製すること
が困難だったために、これらを実験的に検証する
ことは難しかった。このため、学協会におけるグ
ラフェンに関する発表件数はあまり多くなかった。
　ところが、2007 年３月にコロラド州デンバー
で開催された米国物理学会（APS）１）のMarch 
Meeting において「graphene」をタイトルあるい
はアブストラクトに含む発表の件数が急増して 134
件となり、「carbon nanotube」をタイトルあるいは
アブストラクトに含む発表件数（343件）の約４割
に達した。右表に示すように、CNTに関する発表
件数は 2005 年からほぼ一定であるのに対して、グ
ラフェンに関する発表件数は 2005 年から急激な増
加傾向を示している。
　最近のグラフェン研究の活発化には、以下に示
すような 2004 年から 2006 年にかけての革新的な
研究発表が多くの研究者の興味を惹き付けたこと
が背景にあると考えられる。
①  2004 年にグラファイトからグラフェンを基板
上に貼り付ける手法が開発され、特性の計測
が可能な安定したグラフェンを作製すること
ができるようになった。
②  2004 年から 2005年にかけて、表面を酸化させ
たシリコン上に上記①の手法で貼り付けたグ
ラフェンに、金属電極を取り付けた電子回路
が作製された。この回路で、特異な量子ホー
ル効果が観測された。
③  2006年に、上記②の手法やCNTトランジスタ
作製よりさらに簡便な方法として、シリコン
カーバイドを出発原料として作製した、グラ
フェン 10層以下の薄膜からトランジスタを構
築する方法が発表された。
④  グラファイトから化学的手法を用いて作製し
たグラフェン系複合材料の作製法が報告され
た２）。
　日本物理学会の春季大会においても、タイトル
に「グラフェン」を含む発表件数が、2005年は２件、
2006 年は１件であったものが、2007 年は９件と増
加の兆候が見られる。グラフェンに関する研究活
動の今後の成果が注目される。
（専門家ネットワーク 齋藤理一郎氏の投稿による）
参考 1）  米国物理学会HP；http://www.aps.org、日本物理学会HP；http://wwwsoc.nii.ac.jp/jps/
 2） 科学技術動向 2006 年 9 月トピックス
2005年 2006年 2007年
グラフェン* 19件 48件 134件
CNT** 309件 385件 343件
米国物理学会（APS）March Meeting におけるグラフェン、
およびCNTに関わる発表件数の推移
* 「graphene」をタイトルあるいはアブストラクトに含むもの
**  「carbon nanotube」をタイトルあるいはアブストラクトに含む
もの
科 学 技 術 動 向　2007年 6月号
8 9Science & Technology Trends   June  2007
 ナノテク・材料分野 TOPICS NanoTechnology & Materials
　これまで、クモの糸のように高強度および高伸縮性の両方の性質を兼ね備えた材料を人工的に作るこ
とはほとんど実現していなかった。マサチューセッツ工科大学の研究者らは、弾力に富むポリウレタン
を、ナノサイズのラポナイトと称する合成クレイ結晶板で強化することに成功した。研究者らは、厚さが
約1nmで直径が25nmのナノスケールのクレイ結晶板をゴム状のポリマーに分散するために、最初に
水にクレイ結晶板を混合して分散させ、徐々に水をポリウレタンを溶かすことができる溶媒に置換し、続
いて、ポリウレタンをこの溶媒とクレイ結晶板の混合液に溶かして、最後に溶媒を除去するという新しい
方法で所望の構造を得た。開発されたナノクレイ複合ポリウレタンの弾性率、破断までの伸びおよび破断
強度は、母材のポリウレタンに比べて、それぞれ約12倍、同等以上、約2倍になった。
トピックス5　高強度で伸縮性に富むナノクレイ複合ポリウレタン
　ナノ強化材複合ポリマーは、強化包装材、生医
学的なデバイスを開発するための材料として研究
が進められている。高強度と高伸縮性をそれぞれ
個別に目標として製作することはすでに可能であ
るが、両方の性質を兼ね備えた、すなわち、高強
度でかつ伸縮性に富む材料の作製はほとんど実現
していない。クモの糸において強さと柔軟性が両
立しているのは、クモの糸が作られる際に、タン
パク質分子の連鎖にナノ結晶構造を有する強化材
の配列が形成されることに起因することが突き止
められている。極めて小さな結晶が、ある方向に
配列して、その周囲に重なり合ってマトリックス
を作っている伸縮性のあるタンパク質に付着して
いる。
　マサチューセッツ工科大学の研究者らは、この
ような生物由来の材料を模倣して、市販されてい
る、弾力に富むポリウレタン・エラストマーを、
ナノサイズ化されたラポナイト注）と称する合成ク
レイ結晶板で強化することに成功した。クレイ結
晶板は厚さが約１nmで直径が 25nmの円盤状であ
り、積層されているが（右図参照）、それらの結晶
板は、適切な溶媒中では全てバラバラに分散する。
研究者らはナノスケールに分散されたクレイ結晶
板をゴム状のポリマーに複合するために、最初に
水にクレイ結晶板を混合して分散させ、徐々に水
をポリウレタンを溶かすことができる溶媒に置換
する方法を開発した。その後、ポリマーであるポ
リウレタンにこの溶媒とクレイ結晶板の混合液を
溶かし、最後に溶媒を除去し、所望の構造を得た。
これまでにクレイ結晶板が高分散された複合ポリ
マーの開発が成功しなかった理由は、クレイ強化
材を含有する溶融ポリマーの加熱および混合する
方法のみに注目していたためであった。今回は最
初に水にクレイ強化材を分散させて、水を溶媒に
置換させた後にポリマーを溶媒に溶解させるとい
う新しい方法により、ナノ複合ポリマーを得るこ
とに成功した。
　開発された材料は、母材のポリウレタンの到る
ところに、固いナノクレイ結晶が分散して存在し
ているため、強くて伸縮性のあるナノ複合材とな
っている。20wt（重量）％のナノクレイを添加した
ポリウレタンの弾性率は、クレイを添加しないポ
リウレタンに比べて、約 12倍となり、破断までの
伸びは同等以上で、破断強度は約２倍になってい
る（下図参照）。さらに、150℃以上に加熱した時
の変形量も少なくなっている。
参考 1) Nature Materials, Vol.6, Jan. 2007, 76-83
 2)  h t t p : / /www . n a no t e c h - n ow . c om /
news.cgi?story_id=19788
 3)  http://web.mit.edu/newsoffice/2006/
imaging.html
注　ラポナイト：シリカの四面体シートの間にマ
グネシアの八面体シートが挟まれた層を単位とし、
それらが互いに積層された構造を有している合成
クレイ。
ナノクレイ複合ポリウレタンの応力‐歪線図
参考文献１）を基に再構成
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25nm
1nm
ラポナイト結晶板
ナノクレイの層状構造
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 社会基盤分野 TOPICS Infrastructure
　都市部での未固結地盤や地形等の悪い場所において山岳トンネル工法を用いる場合、地山のゆるみ防
止や切羽の安定、地表面沈下防止の安全対策のため、鋼管等を挿入して鋼管内部からセメントなどを注入
し補強している。従来、この鋼管挿入における削孔では、ドリル刃への土詰まり防止と掘削時の土砂等搬
出のため大量の削孔水を使っていたが、地山が緩い場合には計画した以上の孔を空けてしまうなどの欠
点があった。鹿島建設株式会社とドリルマシン株式会社は共同で、安全にトンネルを構築できる補助工法
として、削孔水の替わりに圧縮空気を用いる無水削孔システムを開発した。すでに一部で本施工にも適用
され、今後、施工条件の悪い都市部でのトンネル構築方法として、適用範囲が広がることが期待される。
トピックス6　都市部のトンネル補助工法に圧縮空気を活用し安全性を確保
　都市部の沖積層のような未固結地盤や地形等の
悪い場所において、山岳トンネル工法注１）により
トンネルを構築する場合、地山（じやま）のゆる
み防止や切羽注２）の安定、地表面沈下防止のため
に、補助工法として、トンネル切羽上部や脚部の
補強を行う。この補強は一般に、ドリルジャンボ
という建設機械を用いて、直径 10～ 12cm、長さ
３～ 12mの孔を地盤に空け、それと同時に鋼管等
を挿入して鋼管内部からセメントなどを注入する。
これにより、埋殺した鋼管等を骨、注入材を肉と
した強固な地山が形成され、安全にトンネルを掘
削できる。
　ドリルジャンボにより削孔と同時に鋼管を挿入
する場合、一般に、削孔水を用いて外側の鋼管と
内側の鋼管（インナー管）の二重管で削孔する。
削孔水はインナー管内側から毎分約 70リットル送
水され、先端のドリルの刃に土が詰まるのを防止
するとともに掘削時の土砂等を搬出し、削孔水は
土砂等と一緒に鋼管の外側及び外側の鋼管とイン
ナー管の間を通り排水される。しかし、この方法
は大量の削孔水を使うために、地山が緩い場合に
は周辺の地山を更に緩めることになり、その結果、
計画した直径以上の孔を空けてしまう。地山を安
定させる注入材であるセメントなどが十分に充填
されず、そのために、地山のゆるみ防止や切羽の
安定、地表面沈下防止の補助工法として必要な強
度も得られない。そこで薬液注入等の追加工法に
より対処する必要があった。
　鹿島建設株式会社とドリルマシン株式会社は
共同で、地山を緩めず、計画以上の孔を空けな
いために、削孔水の替わりに圧縮空気（フラッ
シングエアー）を用いて、安全にトンネルを構築
できる補助工法の無水削孔システム（WALDIS：
Waterless Drilling System）を開発したことを 2007
年４月に発表した。
　このシステムは、インナー管に圧縮空気を送り
込む装置（スイベル）を装着し、ビットの空気孔
径を調整した先端部分に約0.3MPaの圧縮空気を送
り、掘削用ドリルの土砂が詰まるのを防止すると
ともに、切羽部分に当たった圧縮空気が、その反
動により鋼管とインナー管の間を逆流する仕組み
で、これにより発生する強い吸引力により土砂を
搬出するとともに、計画通りの孔が確保でき、埋
殺し鋼管等とセメントなどの注入によって、地山
のゆるみ防止や切羽の安定、地表面沈下防止が確
実に行える。
　これは、トンネル汎用機械であるドリルジャン
ボにWALDISアタッチメントを装着するだけで施
工ができるため、特殊技能を要さずに通常の削孔
手順で施工が可能である。鹿島建設株式会社は九
州新幹線新田原坂トンネル工事で 2006 年６月に試
験施工を行い、同工事の本施工にも適用してきた。
　この技術により、従来の山岳トンネル工法より
安全・確実で品質の高い施工が可能となり、施工
条件の悪い都市部でのトンネル構築方法として、
適用範囲が広がることが期待される。
注１：地山を掘削したのち、吹き付けコンクリート・ロッ
クボルト・鋼アーチ支保工、覆工等により地山を支持して
トンネルを構築する工法。
注２：トンネルを掘進していこうとする地盤の切削される
垂直面。
システム概要図
提供：鹿島建設株式会社
無水削孔システム
通常削孔システム
ロストビット 鋼管
スイベル
シャンクロッド
シャンクロッド
削孔水
排土およびリターンエア
排土およびリターン水
フラッシングエア
インナー管
鋼管
AGFロッド
バックブローエア
リングビット
インナービット
凡　例
：　エアーの流れ
：　削孔水の流れ
：　排土の流れ
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　欧州連合（EU）欧州委員会及び欧州宇宙機関（ESA）が共同で取りまとめていた「欧州宇宙政策」は、
欧州委員会の採択を経て、2007年 5月 22日、EU及び ESA加盟国の閣僚が合同で会合する宇宙理
事会で承認された。今回欧州として初めて承認された欧州宇宙政策は、宇宙関連活動が政治的、経済的に
も重要であり、欧州の国際競争力を強化するため、宇宙分野に対する公的投資の効率性を向上することが
必要であると提言している。さらに、盧 EU、ESA及び加盟国の間において調整機能を強化し、重複を
排除して宇宙への投資効果を上げること、盪欧州独自の打上げ手段を維持すること、蘯民生及び防衛分野
間の協力を強化し、投資効果を上げること、盻 EU、ESA及び加盟国が国際関係について調整メカニズ
ムを確立し、共通の計画を策定して推進することなども提言している。また今後、分野別に欧州の主要プ
ロジェクトが整理、文書化され、EU、ESA及び加盟各国の役割分担が明確化される予定である。欧州全
体として統一した宇宙政策を初めて策定した意義は大きいといえる。
トピックス7　欧州連合及び欧州宇宙機関、初の共同宇宙政策を承認
　欧州連合（EU）欧州委員会及び欧州宇宙機関
（ESA）が共同で取りまとめていた「欧州宇宙政策」
は、欧州委員会の採択を経て、2007 年５月 22 日、
EU及び ESA加盟国の閣僚が合同で会合する宇宙
理事会で審議された。今回が４回目となる宇宙理
事会には、EU及びESA加盟の29カ国から代表が
出席し、欧州宇宙政策を満場一致で承認した。
　今回欧州として初めて承認された欧州宇宙政策
は、宇宙関連活動が政治的、経済的にも重要であり、
欧州の国際競争力を強化するため、宇宙分野に対
する公的投資の効率性を向上することが必要であ
ると提言している。さらに、盧 EU、ESA及び加
盟国の間において調整機能を強化し、重複を排除
して宇宙への投資効果を上げること、盪欧州独自
の打上げ手段を維持すること、蘯民生及び防衛分
野間の協力を強化し、投資効果を上げること、盻
EU、ESA及び加盟国が国際関係について調整メカ
ニズムを確立し、共通の計画を策定して推進する
ことなども提言している。
　同政策では、実用分野において、欧州独自の航
行測位システムであるガリレオ計画、欧州の環境･
安全保障監視を行うGMES計画などを推進するこ
とが示されている。
　ガリレオ計画は、従来、2008年までに30機の衛
星を打ち上げて運用を開始することとしていたが、
衛星の配備、地上系の整備等を行う際、資金の約３
分の２を負担する予定だった民間事業者（インマル
サット、EADSアストリウムなど８社）との間で調
整が難航し、欧州委員会が定めた期限までに民間
事業者から回答がなかった。このため、欧州委員会
はガリレオ計画の運用開始を2012年まで遅らせる
とともに、計画がこれ以上遅れないよう、公的資金
で計画を進めたい旨提案していた。2007年６月６～
８日に開催されたEU運輸・通信・エネルギー理事
会では、欧州委員会の提案を原則承認したが、資
金計画等について2007年９月までに提案するよう
要請した。2007年秋頃、再度審議の予定である。
　陸域、海洋、緊急対応などの分野で地球観測情
報の収集･提供を行うGMESは、第７次欧州研究開
発フレームワーク計画（FP7：2007 年～ 2013 年）
で資金が提供される。FP7の宇宙分野における資
金は約 14. 3 億ユーロで、その内、約 85％がGMES
に拠出され、これには、ESAがGMESのために開
発する衛星への資金提供も含まれる。同政策では、
運用段階における資金分担方法、インフラ、運営体
制等が検討課題として挙げられており、宇宙理事
会は、加盟国及びESAとの調整後、欧州委員会が
提案するよう要請した。
　欧州宇宙政策を策定する前段階で、欧州の主要
プロジェクトについて調査・検討が行われた。航
行測位･地球観測・衛星通信・宇宙科学・地球科
学・技術開発・国際宇宙ステーション計画・宇宙
輸送システムなどの分野別にミッションや関連
事業が整理され、現在運用中、開発中または研
究中の主要プロジェクトについて、EU・ESA・
EUMETSATなどの欧州レベルの機関や仏・伊・独・
英など加盟各国の役割分担が明確化されつつある。
今後正式に文書化される予定である。
　欧州全体として統一した宇宙政策を初めて策定
した意義は大きいといえる。
参考 1)  European Space Policy, COM（2007）212, 
2007年 4月 26日
 2)  European Space Programme̶ Preliminary 
elements、SEC（2007）504、2007年4月26日
 3)  4th SPACE COUNCIL：Resolution on the 
European Space Policy、2007年 5月 22日
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科学技術動向研究
エネルギー資源作物と
バイオ燃料変換技術の研究開発動向
前田　征児
環境・エネルギーユニット
1   はじめに 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　地球温暖化問題を克服し、持続
的な経済発展を実現する上で、再
生可能なバイオマス資源の活用拡
大が求められている。科学技術動
向誌でも 2001年 12月号、2005年
５月号において、地球温暖化対策
としてのバイオエネルギーの可能
性や、各国の技術開発および普及
導入政策動向を取り上げた１、２）。
近年、このような環境問題に加え
て、エネルギーセキュリティや経
済性の面からも、石油代替燃料と
してバイオマス資源に由来するバ
イオ燃料の普及拡大を目指す動き
が世界各国で活発化している。
　現在、自動車、航空機、船舶な
どの輸送用エネルギーの大部分は
石油に依存している。電力や熱な
どが主体の産業用エネルギーと比
較して、経済的な技術オプション
が限定的である上、産出国が中東
地域に偏在しているため、エネル
ギーセキュリティの面でも脆弱で
ある。資源国の政情不安によるリ
スクや、BRICsの急激な経済発展、
自然災害による供給インフラの遮
断などを背景に、一時US$80/ バ
レルを超えた原油価格の高騰は記
憶に新しい。中長期的に石油生産
量は必ずピークを迎えることを踏
まえると、原油の高価格トレンド
は一過性のものではないと考えら
れ、各国では輸送用エネルギーの
石油依存度低下が喫緊の課題とし
て認識されている。そこで、世界
のバイオ燃料の研究開発は、従来
の廃棄物有効活用というスタンス
に加えて、輸送用エネルギーの一
翼を担うことを明確な目標としは
じめている。バイオマスをエネル
ギー資源として積極的に捉えた資
源作物研究や、大規模普及に不可
欠な低コスト燃料変換技術が注目
されている。
　一方、食料自給率が40％にとど
まる日本においては、食料資源と
の競合に配慮する形で、バイオマ
スの議論が国内未利用廃棄物資源
活用の範囲に限定されている。そ
のため、本格的な石油代替エネル
ギーとしてバイオ燃料を多量に導
入しようとする際に必要条件とな
る、資源の確保、コスト、品質安
定性などの側面では十分な検討が
されていない。海外で活発化しつ
つあるバイオ燃料実用化に向けた
動きと比較して、日本の出遅れが
目立ってきている。
　本論文では、世界と日本におけ
る石油代替燃料としてのバイオ燃
料の可能性を整理した後、実現に
不可欠な重要技術として、「エネ
ルギー資源作物」と「バイオ燃料
変換技術」の研究開発動向をまと
める。その上で、日本における技
術開発の問題点について言及し、
今後のあり方を論じる。
図表１　カーボンニュートラルなバイオ燃料の利用イメージ
参考文献３）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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２‐１
バイオ燃料を取り巻く背景
　バイオマスに含まれる炭素は、
植物が成長過程において大気中の
CO2 を固定化したものであり、太
陽エネルギーによる炭素循環で再
生産が保証されている限り、バイ
オマスを燃焼しても大気中のCO2
を増加させず、「カーボンニュー
トラル」なエネルギー源であると
みなされている（図表１）。した
がって、これを石油等の化石資源
由来燃料の代替燃料として利用す
ることにより、ライフサイクル全
体で温室効果ガス排出量を削減可
能であり、温暖化対策上極めて有
効な手段となる４）。
　特にバイオマス由来の液体燃料
（バイオ燃料）は、単独あるいは
化石資源由来の液体燃料に混合す
る形で、既存の輸送用内燃機関や
既存の流通インフラを生かして比
較的容易に導入可能であることか
ら、再生可能エネルギーの中でも、
輸送用エネルギーとしての期待が
極めて大きい。現在、日本全体の
年間 CO2 排出量は13.6 億 t -CO2
であるが、このうち自動車から
の排出量は全体の約 2割にあたる
2.3 億 t- CO2 である５）。仮に日本
の自動車燃料全てをカーボンニュ
ートラルなバイオ燃料に置き換え
ることで、日本全体のCO2 排出量
が２割削減できたとすると、11.3
億 t-CO2 となり、これだけでも京
都議定書削減目標の 12.3 億 t-CO2
（1990 年比６％削減）を下回るこ
とができる。
　バイオマス関連技術には、様々
な原料と変換技術および活用形態
の組合せがある（図表２）。輸送
用エネルギーとしては、液体でエ
ネルギー密度が高いバイオ燃料が
適している。現状では、バイオ燃
料は安価な作物資源の豊富な海外
の農業国に限って普及が進んでい
る（図表３）。作物資源に乏しい
日本では、建築廃材や廃棄食用油
などの廃棄物系資源からのバイオ
燃料が中心であるため、現状では
地域的にも量的にも極めて限定さ
れている。
２‐２
各国のバイオ燃料導入と
政策の動向
　海外ではバイオ燃料の普及導入
が積極的に展開されている国が多
く、導入量義務化や中長期的な導
入目標量の設定と合わせて、税制
や導入支援策を含む普及拡大のた
めの制度対応が進展している（図
表４）。米国およびEUでは、国
内の農林業の振興、エネルギーセ
図表２　バイオマス関連技術の原料と活用形態
参考文献６）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表３　世界のバイオ燃料（エタノール）生産量と国別シェア
参考文献６）を基に科学技術動向研究センターにて作成
2   輸送用エネルギーとしてのバイオ燃料の現状と可能性蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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図表４　各国のバイオ燃料導入政策
??
国 混合率 原料 車両対応 導入目標／義務 普及支援措置
??
??E10/E85 トウモロコシ
ガソリン車E10
対応済
FFV市販
再生可能燃料導入量を義務化（2005年エネルギー政策法）
　2006年　40億ガロン（約1,500万k褄、ガソリン流通量の2.8％相当）
　2012年　75億ガロン（約 2,800 万 k褄）
再生可能・代替燃料の導入量目標化（2007年大統領教書演説）
　2017年　350億ガロン（約 1.3 億 k褄）
燃料税額控除措置
小規模燃料製造事業者への
補助及び融資事業B2～ 5/
B20/B100
大豆、
廃食油
一部B10対応車
B100対応車市販
???
E5～ 10/
E85
トウモロコシ
小麦、大麦
ガソリン車E10
対応済
FFV市販
エタノール導入量を目標化（2003年エタノール利用拡大プログラム）
　2010年　ガソリン消費量の 35％をE10化
燃料課税軽減措置
燃料製造施設建設費補助
???????E20/
E25/E100
サトウキビ
ガソリン車E25
対応済
FFV市販
ガソリンへのエタノール 20～ 25％混合義務化
専用車両に対する連邦工業
税・地方税軽減措置
B2 大豆
一部B25対応車
B100対応車市販
軽油へのBDF混合義務化（2008年までに２％、2013年までに５％） 燃料課税軽減措置
??
??
― ― ―
バイオ燃料導入量を目標化（2003 年 EUバイオ燃料指令、2007 年
EU再生可能エネルギーロードマップ）
　2005年　輸送用燃料におけるバイオ燃料比率２％
　2010年　同上比率 5.75％（2100万 k褄相当）
　2020年　同上比率 10％以上
バイオ燃料義務化検討中（2005 年バイオマス行動計画、2006 年バ
イオ燃料戦略）
原料作物栽培への補助
???
ETBE ライ麦、小麦 バイオ燃料導入量を目標化（2003年 EUバイオ燃料指令に基づく）
　2005年　輸送用燃料におけるバイオ燃料の比率２％
燃料課税軽減措置
原料作物栽培への補助B5/B100 ナタネ B100対応車市販
????
ETBE
6～ 7
テンサイ、
小麦 バイオ燃料導入量を目標化（2003年 EUバイオ燃料指令に基づく）
　2005年　輸送用燃料におけるバイオ燃料の比率３％
燃料課税軽減措置
原料作物栽培への補助
B5/B30 ナタネ 一部B30対応車
??
E5 トウモロコシ
バイオ燃料導入量を目標化（2003年 EUバイオ燃料指令に基づく）
　2005年　輸送用燃料におけるバイオ燃料の比率0.3％
　2010年　同上比率５％（※ 2008年より導入義務化制度開始予定）
燃料化税軽減措置
原料作物栽培への補助
????
??
E5/E85 小麦 FFV市販
バイオ燃料導入量を目標化（2003年 EUバイオ燃料指令に基づく）
　2005年　輸送用燃料におけるバイオ燃料の比率３％
燃料課税軽減措置
原料作物栽培への補助
????ETBE
3～ 4
ETBE
6～ 7
小麦、
大麦
バイオ燃料導入量を目標化（2003年 EUバイオ燃料指令に基づく）
　2005年　輸送用燃料におけるバイオ燃料の比率２％
燃料課税軽減措置
燃料製造事業者への免税措置
原料作物栽培への補助
????
B5/B30
ナタネ、
ヒマワリ
B30対応車市販
バイオ燃料導入量を目標化（2003年 EUバイオ燃料指令に基づく）
　2005年　輸送用燃料におけるバイオ燃料の比率２％
燃料課税軽減措置
原料作物栽培への補助
???
???E5 サトウキビ
2003年からE5普及全国展開開始
E10全国普及が最終目標
燃料課税軽減措置
B5 ヤトロファ
2005～ 2007年　実証試験
2007～ 2010年　供給エリア拡大、生産・流通設備整備
2011～ 2012年　全国展開
??
E10
トウモロコシ
小麦
バイオ燃料導入量目標化（2004年エタノールガソリン拡大試験計画）
　2005年　4省でE10化
エタノール生産事業者への
消費税免除
原料作物栽培への補助
エタノール間接税還付措置
??
E10 キャッサバ
バイオ燃料導入量目標化
　2011年　E10化完了
エタノールへの物品税免除
E10生産事業者への補助
B2 パーム
バイオ燃料導入量目標化
　2006年　B2化完了
　2011年　B3化完了
?????
E5 サトウキビ
1995 以降の市販
車はE10対応車
バイオ燃料導入量目標化（2005年国家エタノール燃料プログラム）
　2010年　E10化完了
B1 ココナッツ 政府公用車でのB1利用義務化
?????
B2～ 5 パーム バイオ燃料導入量目標化（2005年国家バイオ燃料政策）
????
B5 パーム
バイオ燃料導入量目標化（国家エネルギーマネジメント法）
　2025年　BDF利用量 470万 k褄
????????????
E10 サトウキビ
ガソリン車 E10
対応済
バイオ燃料導入量目標化（連邦政府目標）
　2010年　35万 k褄
エタノール生産事業者への
補助
混合率略号：Eはバイオエタノール、Bはバイオディーゼル、ETBEはエチルターシャリーブチルエーテル、数字は体積混合率
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キュリティ（中東・ロシア依存度
の低減）、温暖化対策が重視され
ている。中国では、これらに加え
て、経済成長に伴うエネルギー消
費増大への対応の側面が強い。こ
れに対し、ブラジルやASEAN諸
国では域外輸出に積極的で、関連
産業振興や貧困撲滅が重視されて
いる。しかし、その反面、熱帯雨
林の過伐採など、環境面の悪影響
への対応に迫られている。
　このように、バイオ燃料の普及
各国における政策背景は様々では
あるが、中長期的な視点でバイオ
燃料を石油代替燃料として明確に
位置付けている。経済的に成立す
るエネルギー向け作物（エネルギ
ー資源作物）の自国生産実績をも
ち、義務化も含めた量的な導入目
標設定や、様々な普及支援制度を
充実させている点は、各国で共通
している。
　日本でも、2005 年４月に閣議
決定された「京都議定書目標達成
計画」７）において、輸送用燃料に
おけるバイオ燃料利用目標が 50
万 k褄（原油換算）とされ、また、
2006年に閣議決定された「バイオ
マス・ニッポン総合戦略」８）で、
バイオ燃料の導入意義や目的が整
理され、利用促進に向けた施策が
急速に進展している。2006 年 11
月には、安倍内閣総理大臣より、
地球環境および地域／農業の活性
化という観点から、国産バイオ燃
料生産拡大が指示され、これを受
けて農水省を中心に関連省庁が連
携する「バイオマス・ニッポン総
合戦略推進会議」にて、課題の整
理と実現に向けたシナリオが提示
された９）。また、国内の関連産業
界からは、バイオ燃料の大量かつ
安価な生産モデルがまとめられ、
技術開発ロードマップや研究開発
組織、アジアとの協力について提
案がなされている 10）。
　しかしながら、日本では海外の
ように化石燃料とコスト競合可能
なバイオ燃料導入の実績がまだ無
いため、中長期的な導入義務化や、
税制を含む本格的な制度対応まで
には至っていない。
２‐３
土地利用から見た
バイオ燃料の供給可能性
　バイオ燃料を化石燃料代替とし
て本格導入する場合、食料との競
合への配慮が欠かせない。拡大す
る世界人口は 2050 年前後に約 92
億人でピークに達すると予測され
ている 11）。世界の耕地は、必要な
食料に加えて、どの程度の量のバ
イオ燃料を供給可能であろうか。
　現在、世界全体の土地面積 1,450
億 haに対し、農地面積は約 10％
を占める 12）。国連の予測では、今
後の拡大可能な農地面積は約 18
億haと報告されている13）。しかし、
この拡大可能面積のうち、60％は
森林や保護地域であり、残り 2/3
は土壌や地形に難点があるため、
現実的にはそれらを差し引いた
５億 ha程度が実質的な農地拡大
図表５　2050 年のバイオ燃料供給ポテンシャル
年 1970 2000 2015 2030 2050
人口 37億人 61億人 71億人 81億人 91億人
一人当たり穀物需要 0.33t/人 0.34t/人 0.33t/人 0.33t/人 0.33t/人
穀物需要 8.5 億 t 20.4 億 t 23.2 億 t 26.8 億 t 30.1 億 t
単収 1.3t/ha 2.9t/ha 3.3t/ha 3.3t/ha 3.3t/ha
食料収穫面積 6.5 億 ha 6.7 億 ha 7.0 億 ha 8.1 億 ha 9.1 億 ha
食料収穫面積の必要増加分（2000年比） 2.4 億 ha
エネルギー利用可能面積 2.6 億 ha
エタノール年間生産可能量 10.3 億k褄
秬国連前提ケース
秡食料需要増加ケース
年 1970 2000 2015 2030 2050
人口 37億人 61億人 71億人 81億人 91億人
一人当たり穀物需要 0.33t/人 0.34t/人 0.35t/人 0.37t/人 0.41t/人
穀物需要 8.5 億 t 20.4 億 t 25.0 億 t 30.1 億 t 37.6 億 t
単収 1.3t/ha 2.9t/ha 3.3t/ha 3.3t/ha 3.3t/ha
食料収穫面積 6.5 億 ha 6.7 億 ha 7.6 億 ha 9.1 億 ha 11.4 億 ha
食料収穫面積の必要増加分（2000年比） 4.7 億 ha
エネルギー利用可能面積 0.3 億 ha
エタノール年間生産可能量 1.3億 k褄
秣単位収穫量改善ケース
年 1970 2000 2015 2030 2050
人口 37億人 61億人 71億人 81億人 91億人
一人当たり穀物需要 0.33t/人 0.34t/人 0.35t/人 0.37t/人 0.41t/人
穀物需要 8.5 億 t 20.4 億 t 25.0 億 t 30.1 億 t 37.6 億 t
単収 1.3t/ha 2.9t/ha 3.3t/ha 3.6t/ha 3.9t/ha
食料収穫面積 6.5 億 ha 6.7 億 ha 7.6 億 ha 8.5 億 ha 9.6 億 ha
食料収穫面積の必要増加分（2000年比） 2.9 億 ha
エネルギー利用可能面積 2.1 億 ha
エタノール年間生産可能量 8.6億 k褄
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可能面積と考えられる。
　国連の穀物需要見通しを前提に
試算すると、世界人口がピークに
達すると見られる 2050 年におい
ては、食料向けには 2.4 億 haの収
穫面積拡大が必要になる。したが
って差し引き2.6億 haでバイオ燃
料向けの収穫可能面積であり、こ
の面積からのエタノールの年間生
産量は約10億k褄と期待できる（図
表５秬）。国連の穀物需要見通し
では、今後の一人当たりの穀物需
要は、現状と変わらず一定として
いるが、発展途上国での経済成長
を踏まえると、この数字はやや楽
観的過ぎるようにも思える。そこ
で過去 30年の一人当たり穀物需
要増加率の実績値である10％が今
後も続くことを前提に試算し直す
と、エタノール年間生産量は 1.3
億 k褄に減少する（図表５秡）。
　ここで食料供給とバイオ燃料
供給拡大の両立に向けたアプロ
ーチとしては、以下の二通りが
考えられる。第一は「作物単位収
穫量の改善」である。上記試算で
は、2015年以降の単位収穫量向上
が頭打ちになることを前提として
いる。穀物の単位収穫量は、1960
年代には年増加率が３％であっ
たが、1980 年代以降は年増加率
1.5％にまで減ってきており、2015
年までで見ると年増加率 1.1％に
鈍化する見通しである14）。しかし、
2015年以降にも引き続き年増加率
１％で単位収穫量が改善されるな
らば、2050年のエタノール生産は
約 8.6 億 k褄が確保可能となる（図
表５秣）。今後、遺伝子組換え技
術を適用した作物の生産性改良が
本格化すれば、実現性のある数値
レベルと言える。
　第二のアプローチとしては、「革
新的なバイオ燃料生産技術の確
立」が挙げられる。米国やEUでは、
これらの技術を「第二世代バイオ
燃料技術」と総称し、この領域は
近年研究が活発化している（図表
６）。なかでも、これまでは未活
用であったリグノセルロースを低
コストでエタノールに変換する研
究が盛んである。
　リグノセルロースは、木材や茎
などの植物細胞を構成する主要成
分であり、エネルギー利用の観点
からは最も量的なポテンシャルが
大きい。主な組成はセルロース、
ヘミセルロースおよびリグニンか
らなる（図表７）。しかし、糖質
や澱粉質のように簡単にエタノー
ルに変換する実用技術がなかった
ために、これまでは利用されてこ
なかった４）。リグノセルロースか
らのエタノール変換技術が実現す
れば、澱粉および糖質に加えて、
茎や葉を含む穀物体全体をエタノ
ール原料に活用可能となるだけで
なく、牧草や樹木などもエタノー
ル原料として活用でき、バイオ燃
料の資源量を大幅に拡大できる。
したがって、欧米では実現に向け
た研究が注目されている。
図表６　第二世代バイオ燃料
種類 名称 バイオマス原料 製造技術
バイオ
エタノール
第一世代 従来型バイオエタノール
テンサイ（糖類）
穀類（澱粉）
加水分解（糖化）＋発酵
第二世代 セルロース系バイオエタノール
木質、草本類
（リグノセルロース）
高度加水分解（糖化）＋発酵
バイオ
ディーゼル
第一世代 脂肪酸メチルエステル（FAME）
油糧作物（例：ナタネ）
廃食用油
圧搾抽出＋エステル交換
第二世代
バイオマスガス化合成軽油（BTL：Biomass to Liquid）
木質、草本類
（リグノセルロース）
ガス化＋FT合成
水素化バイオ軽油（BHD：Bio Hydrofined Diesel) 油糧作物／動物性油 水素化分解
参考文献 15、16）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表７　植物繊維構造とリグノセルロース
出典：参考文献 16）
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２‐４
日本における
バイオ燃料の可能性
　ここで、日本におけるバイオ
燃料の可能性について、量および
コストの両面で考察する。「バイ
オマス・ニッポン総合戦略」で
は、国内バイオマス資源を利用し
たエタノール生産可能量は、600
万 k褄/年であるとされている（図
表８）。エタノール原料としては、
食料との競合を回避するために、
稲わら等の草本系バイオマスや
林地残材などの木質系バイオマス
（非食料系資源）活用や、遊休地で
のエネルギー資源作物（稲、ソル
ガム、等）栽培を想定している。
　国産バイオマス資源を用い自
国内でエタノールを生産する以外
に、海外産エタノールを輸入する
ケースが考えられるが、両者をコ
スト面で比較する（図表９）。バ
イオ燃料先進国である米国やブラ
ジルでは、現在すでにガソリン価
格に競合可能なバイオエタノール
燃料を自国内で流通させている。
これらを日本に輸入する場合は、
当然のことながら輸入流通コスト
や関税などの諸経費や、エタノー
ルの流通設備インフラ追加投資分
の上乗せが必要となる。しかし、
これらを加算しても、米国産トウ
モロコシ由来のエタノールやブラ
ジル産さとうきび由来のエタノー
ル価格の下限値は、過去３年間の
日本の国内ガソリン価格を下回っ
ており、十分競合が可能である。
これに対し、国産穀物の中で最も
安価な小麦（原料価格 164円/kg）
を用い、国内で同規模でのエタノ
ール生産した場合の価格は、ガソ
リン税を除いても 450 円 /褄以上
となり、ガソリンや海外産エタノ
図表８　バイオマス・ニッポン総合戦略における国産バイオ燃料供給可能量
原料
生産可能量（2030年度）
エタノール換算 原油換算
１． 糖・澱粉質
　　（食料生産過程の副産物、規格外農産物等）
5万 k褄 3万 k褄
２．草本系（稲わら、麦わら等） 180万～ 200万 k褄 110万 120万 k褄
３．資源作物（稲、テンサイ） 200万～ 220万 k褄 120万～ 130万 k褄
４．木質系（建設廃材、林地残材等） 200万～ 220万 k褄 120万～ 130万 k褄
５．バイオディーゼル燃料系 10万～ 20万 k褄 6万～ 12万 k褄
合計 600万 k褄程度 360万 k褄程度
出典：参考文献９）
図表９　日本におけるバイオ燃料（エタノール）の供給コスト比較
【産出根拠】
① 米国トウモロコシ：過去３年間の米国エタノール価格（油槽所渡し）の上限・下限値。プラント規模 26.3 万 k褄/年。1.9DT
ケミカルタンカーでの海上輸送。1$=120円。アルコール関税 23.8％。
②米国セルロース：原料費および製造費とも2005年現状および 2012年DOE目標値。その他の数値は①と同様。
③ブラジルサトウキビ：過去３年間のブラジル産輸入エタノールの上限・下限値。その他の数値は①と同様。
④国産小麦、飼料米：原料費原料農水省統計価格。プラント規模3.6万 k褄/年。
⑤非食用米：三重県干拓地における大規模モデル生産ケース。玄米収穫方式。籾殻・稲わら活用。製造法は②の2012年目標値。
⑥スーパーソルガム：参考文献 20）による多収性の「ウルトラソルゴー」。製造法は②の2012年目標値。
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ールに対して全くコスト競争力が
ない。
　一方、同じ国産原料でも、食用
としては規格外の飼料米を原料と
する場合（原料価格20円 /kg）は、
ガソリン税を除くと、海外産エタ
ノールやガソリン価格とほぼ競合
可能な価格を見込める。飼料米だ
けでは量的には限られるが、将来
的に、味覚や見た目を考慮しない
非食用米を大規模生産し（原料価
格 15円 /kg）、米のみならず茎な
どのリグノセルロースの活用も前
提に試算すると、同様にガソリン
税を除けば、ガソリン価格と十分
競合可能な価格が見込める。この
ように、「革新的エタノール変換
技術」と「大規模原料生産」、更
には欧米で一般化しているエタノ
ールへの「燃料課税減免制度」と
いう条件が揃えば、採算可能な経
済性を持った国産エタノールの供
給が十分現実的となる。
　ただし、ここで前提とした大規
模生産が実現可能な農地面積は、
国内では限定的と見るのが現実的
である 10）。エネルギー資源作物の
栽培用耕地として期待される耕作
放棄地は、日本全体で 39万 ha存
在するが（図表 10）、その内約８
る（図表 11）。食用作物の場合と
異なり、味覚や形状に対する品質
要件が無い代わりに、育成時の単
位エネルギー投入量あたりの乾物
収量増大と、低コスト大量生産と
いう点が強く求められる。その際、
食料生産との棲み分けという観点
から、現在、食用作物生産されて
いる土地よりも、必然的に条件の
悪い土地での生産が予想される。
食用作物の生産性向上や環境耐性
改善に関しては、過去に非常に多
くの研究蓄積があるが、これらが
エネルギー資源作物に活用可能か
どうかは、土地の条件（気候、土壌）
次第であろう。極端な乾燥気候の
土地や塩害による劣化地での生産
は非現実的であり、酸性土壌やア
ルカリ性土壌で、かつ一定の降水
量のある土地が現実的なターゲッ
トとなりうる。このような条件の
耕作未利用地は、世界的には広範
囲にわたると期待できる。国内外
を問わず、将来的に日本がエネル
ギー資源作物生産を期待できる土
地の条件（気候、土壌）を整理し、
3   第二世代バイオ燃料技術の開発動向と課題蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　以下の章では、第二世代バイオ燃
料技術を大きく３つに分類し、研究
開発動向と今後の課題をまとめる。
３‐１
エネルギー資源作物技術
　エネルギー資源作物としては、
単位土地面積当たりの乾物収量と
いう点で、穀物、草本（ソフトバ
イオマス）、木材（ハードバイオ
マス）、油脂植物のそれぞれにつ
いて、様々な候補が考えられてい
割が５ha以下の零細規模として
散在している 21）。
　日本でバイオ燃料を本格導入す
るにあたっては、海外産エタノー
ル輸入も検討する必要がある。し
かし、現状のブラジルや米国から
の海外産エタノール輸入の場合、
価格変動幅がガソリンと比較して
も極端に大きい点に注意しなけれ
ばならない。この原因としては、
両国ともエタノール原料が自国産
トウモロコシやサトウキビに限ら
れ、天候不順や自然災害による収
穫不足や、先物市場での投機対象
となりやすい点が挙げられる。米
国では、リグノセルロースを中心
とした原料多様化を目指した第二
世代バイオ燃料技術の研究開発に
力を入れることで、トウモロコシ
由来のエタノールとコスト的に遜
色ないバイオ燃料の安定供給を目
指している。
　したがって、日本では短期的に
は従来の化石燃料同様、エネルギ
ーセキュリティの観点から、今後
拡大が予想される海外でのエネル
ギー資源作物向け耕地権益を含む
国産資源の確保と多様化に努める
ことが重要である。一方、長期的
には、資源小国の日本が海外資源
耕地権益を獲得していくにあたっ
て、資源国や他国には無い日本独
自の第二世代バイオ燃料技術の研
究開発も必要と考えられる。
図表 10　日本の土地利用状況
山地　2,500万 ha
天然林 1,500 万 ha
人工林 1,000 万 ha
現役林 330万 ha
伐採放棄林 670万 ha
平地　1,300 万 ha
農地 470万 ha
水田 160万 ha
生産調整地 100万 ha
畑・牧草地 210万 ha
水面・河川・水路 130万 ha
道路 130万 ha
宅地 180万 ha
その他 390万 ha（内耕作放棄地 39万 ha）
参考資料 22、23）を基に科学技術動向研究センターにて作成
科 学 技 術 動 向　2007年 6月号
18 Science & Technology Trends   June  2007 19
エネルギー資源作物とバイオ燃料変換技術の研究開発動向
ターゲットの明確化を早急に行う
必要がある。
　エネルギー資源作物技術研究の
方向性として、特に注目されるの
は以下２点である。
　１点目は、作物栄養機構に対し
て行われた分子生物学的アプロー
チによる、劣化土壌に対応した作
物品種改良研究が挙げられる。近
年、東京大学の研究チームが、劣
化土壌における鉄分の栄養機構に
着目し、遺伝子組み換えによる高
生産性作物開発を報告しており、
注目される 23）。
　２点目は、リグノセルロースか
らのエタノール変換技術の実用化
を前提とした作物の品種改良のア
プローチである。具体的には、穀
物の食用部以外の植物体全体の
乾物収量の増大化を目指した研究
や、エタノール変換工程に向いた
植物構造の改変を目指した研究ア
プローチが、米国を中心に活発化
しており、注目されている。
３‐２
バイオエタノール
燃料変換技術３、４）
　リグノセルロースを原料として
バイオエタノール燃料を製造する
場合、糖質・澱粉質と同様のエタ
ノール発酵工程の前段に、植物繊
維をほぐすための前処理工程、セ
ルロースおよびヘミセルロースの
糖化工程、エタノール発酵には不
要なリグニンの除去工程が余計に
必要となる（図表12）。
　また、従来の糖質・澱粉質作物
から得られる糖は、ブドウ糖など
のC6糖が主成分であるが、リグ
ノセルロースを糖化すると、C6
糖以外にキシロースなどのC5糖
が２：１～３：１の割合で生じる。
従来の発酵酵母では、C5糖を発酵
できないか、または発酵能力があ
る酵母であってもC6糖共存下で
C5糖の発酵能力が抑制されてし
まうなどの問題が生じ、現在まで
の技術ではリグノセルロースの糖
成分を十分に活用できていない。
　この結果、現在の実用化技術で
は、エネルギー効率、生産コスト、
環境負荷のいずれの面でも化石燃
料に競争力を示すことができてい
ない。
　リグノセルロースからのエタノ
ール燃料変換技術の検討にあたっ
ては、「前処理・糖化工程の高効
率化、および低コスト化」と「発
図表 11　代表的なエネルギー資源作物と研究開発動向
分類 品種 乾物収量［t/（ha・年）］ 研究動向
??????
サトウキビ
（ソルガム）
64.1（熱帯・ハワイ）
49.5（亜熱帯・沖縄）
28.8（温帯・長野）
遺伝子組み換えによる糖増産（アサヒビール・生研機構）
環境ストレス改善（SCIVAX)
トウモロコシ 34.0（温帯・イタリア）
ゲノム解読（米国DOE／DOA)
セルロース分解が容易なハイブリッド種開発（米国Edenspace System社）
イネ 19.2（温帯・岩手）
ゲノム解読（日本、中国）
多収穫米（日本）
ジャガイモ 9.0（温帯）
遺伝子導入による環境ストレス改善（東洋紡）、病害抵抗性付与（豊田中研）
ゲノム解読（米DOE／DOA)
????
パーム（アブラヤシ） 20.0（熱帯）
アブラナ 1.4 ～ 2.5（温帯） 遺伝子組み換えによる不飽和脂肪酸増産（米ダウ、米NRC）
大豆 1.8 ～ 2.3（温帯）
遺伝子組み換えによる不飽和脂肪酸増産（サントリー）
ゲノム解読（米DOE共同ゲノム研究所）
プロテオーム・メタボローム解析（豪）
???
ネピアグラス 84.7（熱帯・プエルトリコ）
ギニアグラス
48.8（熱帯・プエルトリコ）
51.1（亜熱帯・沖縄）
24.3（温帯・熊本）
スイッチグラス 16.0（温帯・米国） ゲノム解読（米DOE)
ジャイアント
ミスカンタス
60.0（温帯） イネ科ススキ属ハイブリッド品種開発（米国イリノイ大）
その他 荒廃農地における多種の多年生草本植物育成法（米国ミネソタ大）
??
ポプラ
15～ 22
（温帯・米国・アイルランド）
ゲノム解読（米DOE共同ゲノム研究所／オークリッジ国立研究所）
ユーカリ 10～ 30（熱帯・亜熱帯） 酸性土壌での育成促進（王子製紙）
シラカンバ 7.4～ 10.8（亜寒帯・北海道）
柳 19.0 ～ 20.5（北海道）
杉 4～ 7（北海道）
参考文献４、24～ 29）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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酵工程の高効率化」が鍵を握って
おり、これらに対して様々な検討
が行われている（図表13）。
　「前処理・糖化工程の高効率化、
および低コスト化」に関しては、
従来の「酸加水分解法」に代わる
新たな手法として、「酵素糖化法」
が有望とされ、活発に検討されて
いる（図表14）。「セルラーゼ」と
呼ばれる特定有用酵素を用い、温
和な条件下でセルロースを糖に分
解することができ、従来法と比較
してエネルギー面で大きな利点が
ある。草食動物内臓やシロアリ体
内に存在する菌や腐葉土中に存在
する菌の中から、有用なセルラー
ゼ生産菌株が見出されており、遺
伝子組換え技術により酵素生産効
図表 12　第二世代バイオエタノール燃料変換技術の全体プロセスと技術課題
参考文献４、10）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 13　第二世代バイオエタノール燃料変換技術の研究項目
項目 研究項目 研究機関（国） 研究段階
前処理
アルカリ処理／リグニン可溶化除去 森林総研（日本） 基礎研究
酸処理セルロース非晶化／ヘミセルロース糖分離／オルガノ
ゾル化によるリグニン除去
バージニア工科大（米国） 基礎研究
白色腐朽菌によるリグニン分解 共同ゲノム研究所（米国）、京大（日本） 基礎研究
糖化
オンサイト酵素生産による糖化並行複発酵 東大（日本）、ルンド大（スウェーデン） 基礎研究
固相発酵による酵素生産 東大/理化学研究所（日本） 基礎研究
複合菌による異種酵素生産 神戸大／月桂冠（日本） 基礎研究
遺伝子組換え微生物（Trichoderma reesei）による酵素生産 Iogen社（カナダ） 試験生産
水蒸気・亜臨界・超臨界水処理による前処理・糖化一括化
京大（日本）、
ブリティッシュコロンビア大（カナダ）
基礎研究
発酵
CO2 除去・オンライン生産物分離 協和発酵（日本） 実証化
遺伝子組換え酵母によるC5/C6糖同時発酵 パデュー大（米国）/Iogen社（カナダ） 試験生産
Pichia 酵母、Zymomonas 菌によるC5糖発酵 秋田県総食研（日本）、鳥取大（日本）、NREL（米国） 基礎研究
セルラーゼ、βグルコシダーゼ遺伝子の細胞壁表層結合酵母
セルラーゼ遺伝子導入菌による糖化同時発酵
京大／神戸大（日本）
ダートマス大／Mascoma社（米国）
基礎研究
実証化
遺伝子組換えエタノール耐性・耐熱性酵母菌による高速発酵 マサチューセッツ工科大（米国） 基礎研究
分離濃縮
ゼオライト分離膜によるエネルギー消費低減 協和発酵（日本） 実証化
濃度スイッチング分離膜による連続生産 農研機構／東大（日本） 基礎研究
物質生産
セルロース・リグニンの液化変換 東大農、森林総研、京大 基礎研究
リグニンを原料とする有価物生産
STFI パックフォシュク研究所／シャルメシュ工科
大／リグノブースト社（スウェーデン）
試験生産
分離バイオリアクターによる糖類からの有機酸／多価アル
コール生産
アルゴンヌ国立研究所／
Archer Daniels Midland社（米）
基礎研究
参考文献 28、29、31～ 33）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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率の向上を目指した改質が試みら
れている３）。
　また、「セルロソーム」と呼ば
れるセルラーゼ複合体も見出され
ており、細胞壁を分解する過程で
必要となる複数の酵素機能モジュ
ールを、遺伝子組換え技術で複合
化する研究も活発化しており、注
目される 37）。
　「発酵工程の高効率化」につい
ては、遺伝子組換えによりC5糖
とC6糖を同時に発酵可能な酵母
や、エタノールや熱への耐性が高
い酵母、更には糖化酵素を酵母表
層に結合して糖化と発酵を同時に
行える酵母などについて、さまざ
まな研究がなされている。
　米国では特に、酵素技術による
飛躍的な生産性向上とコストダウ
ンを目指し（図表 15）、分子生物
学的アプローチに基づく研究に重
図表 14　セルロース分解酵素（セルラーゼ）と生化学反応メカニズム
参考文献３、34、35）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 15　米国DOEにおける研究開発のコスト目標
出典：参考文献 36）
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点が置かれている（図表 16）。新
規有用微生物・酵素や代謝経路の
獲得、代謝制御法の確立などの研
究課題に対し、微量化合物の迅速
分析装置やシミュレーション手法
を用い、ゲノム／蛋白質／代謝機
構の解明およびデータベース化を
進めている。
　例えば、米国の大手酵素メーカ
ーと国立再生可能エネルギー研究
所（NREL）では、セルロースと酵
素の相互作用と、セルロース高次
構造における分解活性点を解明し、
特定有用酵素（セルラーゼ）の低
コスト生産につながる成果を報告
している 16）。現在、米国エネルギ
ー省（DOE）により支援されたベ
ンチャー企業により、工業化に向
けた実証試験が行われている。ま
た、これらの知見はセルラーゼに
分解されやすい植物の品種改良に
もフィードバックされている。
３‐３
バイオディーゼル燃料
関連技術
　現在、バイオディーゼル燃料
（BDF）としては、植物油を原
料とした脂肪酸メチルエステル
（FAME）が用いられ、欧州や東
南アジアを中心に実用化が進んで
いる。FAMEの問題点としては、
酸化されやすく貯蔵安定性が悪い
ことが挙げられる。また、使用す
る油脂原料の違いにより燃料性状
が異なり、原料によっては低温で
固まりやすく、中緯度以上の地域
では冬期に使用することができな
い場合もあるなど、流通面での課
題が多く、大規模な普及の妨げと
なっている。
　BDFにおける第二世代バイオ
燃料技術としては、多様な油脂
原料から安定的な燃料性状に変
換することが主要課題となってい
る。大別してバイオマスガス化合
成軽油（BTL：Biomass to Liquid）
と水素化バイオ軽油（BHD：Bio 
Hydrofined Diesel）の二つの方法
が提案されている（図表17）。近年、
特に後者のBHDについて、産業
界を中心に実証されてきており、
技術開発段階としてはリグノセル
ロースからのエタノール変換技術
などよりも、燃料変換技術として
実用化ステージに近い。
３‐４
論文分析による
各国の研究動向比較
　バイオ燃料関連技術の科学技
術論文数の各国の推移を見ると、
1990年頃から急激に増加した。地
域別で比較すると、エタノール、
BDFおよび資源作物の研究のい
ずれも、EU15 カ国と米国の論文
数が突出して多い（図表 18）。特
に 90年代以降、EU15カ国および
米国と、その他の地域との差が急
図表 17　第二世代バイオディーゼル燃料関連技術の２つのプロセス
参考文献 38）を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 16　米国DOEにおける分子生物学的アプローチによるバイオエタノール研究
出典：参考文献 36） 
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拡大している。米国では 1990 年
に改正大気浄化法が施行され、一
酸化炭素排出削減を目的に含酸素
燃料の添加が義務付けられ、エタ
ノール需要が急拡大している 39）。
90年代以降のバイオ燃料研究の活
発化はこれが影響しているものと
推察できる。
　中国では2000年以降に論文数が
急拡大しており、特に直近の2006
年には、エタノール、BDFおよ
び資源作物の研究のいずれも、日
本の論文数を上回っている。中国
では 1986 年１月に施行した「国
家高技術研究発展計画（863計画）」
より、バイオ燃料の研究開発の重
点化に取組んできた 40）。2001 年
の「第十次五カ年計画」では「エ
タノール混合ガソリンの発展計
画」が盛り込まれ、導入モデル事
業や法整備が進められた。また、
2006 年の「第十一次五カ年計画」
では、国家エネルギー戦略の中に
再生可能エネルギーを重点開発分
野として位置付けた。これを受け
て、2006年にはアジアでは最初と
なる「再生可能エネルギー法」を
施行するとともに、「再生可能エネ
ルギー中長期発展計画」によって、
2020年までにバイオマスを中心と
する再生可能エネルギーのシェア
を、一次エネルギーの 16％に引き
上げる方針を示している 41）。これ
らを背景に、中国におけるバイオ
燃料研究が活発化しているものと
推察できる。
　ブラジルとカナダでは、従来は
バイオエタノールの研究が中心で
あったが、近年、バイオディーゼ
ルの研究も活発化してきている。
　次に、リグノセルロースのエタ
ノール変換技術について、どのよ
うな研究分野の論文が多いかを地
域別で比較する。化学工学や応用
化学分野では日米欧がほぼ拮抗し
ているが、バイオテクノロジー、
分子生物学、微生物学分野では、
いずれも米欧が日本を圧倒してい
る（図表 19）。従来、発酵を中心
とする微生物学分野は日本が強い
とされていたが 42、43）、リグノセル
ロースのエタノール変換技術の研
究分野に限って見れば、十分にそ
の強みが発揮されていない。
　各分野の論文生産数の上位研究
機関を見ると、大多数は米国勢が
占めているが、リグノセルロース
のエタノール変換技術分野につい
ては、スウェーデンのルンド大学
とカナダのブリティッシュコロン
ビア大学が米国勢を抑えて上位を
占めており注目される（図表20）。
図表 18　各国のバイオ燃料変換技術の科学技術論文数の推移
Thomson Scientific社データベース“Web of Science”を用いて科学技術政策研究所において集計
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図表 19　各国のリグノセルロース関連論文の対象分野比較（1980 年以降の累計論文数）
Thomson Scientific 社データベース“Web of Science”を用いて科学技術政策研究所において集計
図表 20　バイオ燃料関連研究拠点の論文生産数順位（1980 年以降の累計論文数）
エタノール（リグノセルロース） バイオディーゼル エネルギー資源作物
??
拠点名 国
?????
拠点名 国
?????
拠点名 国
???
1 ルンド大学 スウェーデン 132 1 インド工科大学 インド 55 1
米国農務省
農業科学教育局
米国 153
2
ブリティッシュ
コロンビア大学
カナダ 101 2 中国科学院 中国 46 2
フランス国立
農業研究所
フランス 83
3
米国農務省
農業科学教育局
米国 97 3
米国農務省
農業科学教育局
米国 45 3 スウェーデン大学 スウェーデン 52
4
ロシア
科学アカデミー
ロシア 69 4 米国環境省 米国 40 4
カリフォルニア大
学デービス校
米国 45
5
国立再生エネルギー
研究所（NREL）
米国 64 5 ネブラスカ大学 米国 35 5
オークリッジ国立
研究所
米国 42
6 京都大学 日本 63 6 テキサス大学 米国 34 6 テキサスA&M大学 米国 37
7
フランス国立
農業研究所
フランス 61 7
カリフォルニア大学
バークレー校
米国 29 7
米国農務省農業
研究サービス
米国 36
8 東京大学 日本 57 8 京都大学 日本 26 ７ 中国科学院 中国 36
9 中国科学院 中国 51 ８ アテネ工科大学 ギリシャ 26 ７ フロリダ大学 米国 36
10 コーネル大学 米国 50 ８ アイダホ大学 米国 26 ７ レディング大学 英国 36
Thomson Scientific 社データベース“Web of Science”を用いて科学技術政策研究所において集計
両拠点とも樹木を中心としたリグ
ノセルロース系資源作物の先端的
な研究成果をあげているだけでな
く、バイオマス総合利用システム
に関する産業界や他研究機関との
連携を通じ、エネルギーとライフ
サイエンス分野の融合領域の拠点
となっていることが注目される。
また、バイオディーゼルの研究で
は、インド工科大学や中国科学院
が上位を占めていることも注目さ
れる。
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図表 21　ライフサイエンスの知見が必要なバイオ燃料研究分野
研究分野 目標 研究対象 研究課題 必要な資源・基盤・リソース
?????発酵
発酵生産性
飛躍的向上
一次代謝産物
二次代謝産物
合成中間体
その他生体成分
新規有用微生物の獲得
新規有用酵素／酵素群／代謝経路の獲得
高度な発現制御法の確立
高度な代謝制御法の確立
細胞間／生物間相互作用制御法の確立
環境応答制御法の確立
増殖／代謝加速の達成
無／低酸素高速発酵の確立
複雑系微量化合物の迅速分析
経時的連続的な転写・代謝解析
単一細胞内現象解析
特定菌株の全蛋白質機構解明
細胞間／生物間相互作用解明
環境応答機構解明
高効率遺伝子操作技術・素材微生物
ゲノム／蛋白質／代謝データベース
代謝／発酵シミュレーション技術
計測・制御技術、分離・精製技術
生産
システム
安価なバイオ
エネルギーの
利用拡大
作物生態系環境
コミュニティーゲノミクス
非滅菌系での微生物間相互作用の解明
生態系制御
メタゲノム、メタトランスクリプトーム
超微量物質同定装置
生態構造解析・シミュレーション技術
?????
農業生
産物
収量拡大
エネルギー資源作物
（穀類・豆類・イモ類・
油脂植物）
ゲノムベースの作物特性の理解
雑種強勢、生殖隔離、シンクーソース機能
ストレス耐性、環境適応性
生物間相互作用（寄生、共生、菌根菌、土
壌微生物）
栽培過程のゲノムレベル解析
各種作物への有用遺伝子導入
ゲノムデータ
野生種リソース
ハイスループットな選抜法
メタボローム、プロテオーム
QTL解析用交配集団
遺伝子組み換え作物の開放系評価シス
テム
植物での遺伝子制御発現制御
植物工場
樹木・
草本類に
よる生産
植物体生産
収量拡大
リグノセルロース
リグニンの効率的逐次機能変換
樹木成分の変換・分離
植物素材の循環設計解読
生合成系／生合成制御系の解明
生物的成分変換法開発（微生物領域との
融合）
セルロース分解系（分解糖）原料の発酵生産
科学技術動向研究センターにて作成
5   まとめと提言 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　近年、欧米を中心に、中長期的
な化石燃料依存度低減に向け、輸
送用代替燃料の一翼を担うべく、
「エネルギー資源作物」と「バイ
オ燃料変換技術」の研究開発が活
発化している。本論文では日本に
おける石油代替燃料としてのバイ
オ燃料の可能性を、量およびコス
トの両面で整理した。主な点は以
下にまとめられる。
蘆 世界人口がピークを迎える2050
年時点に、資源用作物と食料と
の競合が最も顕在化すると想
定される。現実的に可能な農
地拡大面積と穀物需要見通しに
基づき、可能なエタノール供給
量を推算した結果、世界全体で
の土地利用ポテンシャルとして
は、世界人口の食料を十分満た
した上で、バイオ燃料需要量を
十分満たすことが出来ると推定
される。
蘆 「革新的エタノール変換技術」
4   研究開発に取組む上での日本の課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　世界的に活発化している革新
的な第二世代バイオ燃料技術の多
くは、分子生物学や作物栄養学と
いったライフサイエンス分野の知
見に立脚することが不可欠である
（図表21）。これまで日本のエネル
ギー分野の研究は、これらの研究
分野との研究者同士の交流や融合
が活発ではなかった点を見直す必
要がある。
　バイオマスは第３期科学技術
基本計画において、環境分野の戦
略重点科学技術に選定されており
（注：エネルギー分野ではない）、
総合科学技術会議でもバイオマス
連携施策群を設けている。バイオ
マス関連の省庁を越えた連携と情
報交換に取り組まれているが、個
別テーマのバイオ燃料に関して
は、研究領域の融合化や連携推進
が十分に進んではいない。2007年
４月に設立された「研究独立法人
バイオ燃料研究推進協議会」には、
バイオ燃料に関する国内の主要公
的研究機関が参画しており 44）、今
後これらに分野の融合領域のロー
ドマップコミュニケーションを促
す役割が期待されている。
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と「大規模原料生産」および
「燃料課税減免制度」という条件
が揃えば、日本においても現在
のガソリン価格や海外産バイオ
マスとコスト競争力がある国産
バイオ燃料の供給も可能である。
ただし、国内の土地利用の現実的
な状況を踏まえると、量的には限
定されると見るべきである。
蘆 日本が海外産バイオ燃料を輸入
する場合、「燃料課税減免制度」
が導入された条件下では、現在
のガソリン価格に競合可能な価
格を実現しうる。ただし、輸入
価格変動幅は非常に大きく、常
に競合できるとは言い切れない。
世界的に供給原料を多様化する
ために、第二世代バイオ燃料技
術の研究開発が進展している。
日本もこの動きに注目し、独自
技術を開発するべきである。
　これらを踏まえ、日本における
第二世代バイオ燃焼技術の研究開
発の課題と対応について、以下の
点が提言できる。
① バイオ燃料の国家導入戦略と
　 第二世代バイオ燃料技術の
　研究開発ロードマップ構築
　日本において輸送用燃料として
バイオ燃料を導入する上では、国
産バイオマス資源を最大限に有効
活用することが肝要である。ただ
し、化石燃料と競合可能なコスト
で生産できるバイオ燃料は国内で
は量的に限定されると見るのが現
実的であり、今後海外で拡大が予
想されるエネルギー資源向け耕地
の開発権益の獲得に努める必要が
生じる。その際、日本が海外資源
を獲得していくにあたっては、海
外資源国から見ても価値のある
日本独自の第二世代バイオ燃料技
術が必要である。バイオ燃料の国
家導入目標および時期を明確に設
定し、国内・海外資源のバランス
をふまえた資源確保戦略を立て、
制度対応（土地利用・農業政策、
税制、各種規制見直し）のあり方
を検討した上で、それらと整合し
た形で、第二世代バイオ燃料技術
の研究開発ロードマップ構築が不
可欠である。
② エネルギー資源作物の生産対象
　となる土地条件明確化と研究対象
　の絞込み
　エネルギー資源作物は、育成時
の単位エネルギー投入量あたりの
生産性増大や低コスト生産が、食
用作物よりはるかに強く求められ
る。その際、どのような土地条件
（気候、土壌）を前提とするかで、
研究のアプローチが全く異なって
くる。食料生産との棲み分けと現
実的な生産性確保の観点から、極
端な乾燥地や塩害劣化地ではな
く、酸性土壌やアルカリ土壌でか
つ一定の降水量のある未耕作地が
有望な対象と想定とされる。国内
外に限らず、中長期的な視点で日
本がエネルギー資源作物生産を期
待できるそのような土地条件を整
理し、そこで栽培できる作物技術
の研究ターゲットを絞り込むこと
が重要である。
③ 第二世代バイオ燃料技術開発を
　目指したエネルギー分野と
　ライフサイエンス分野の研究融合
　世界的に活発化している革新
的な第二世代バイオ燃料技術の多
くは、分子生物学や作物栄養学な
どのライフサイエンス分野の知見
に立脚して展開されている。これ
まで、日本のエネルギー分野の研
究は、ライフサイエンス分野との
融合化が十分に進んでおらず、日
本が強いと言われる発酵を中心と
する微生物学分野などの研究蓄積
が活かしきれていない。これらの
融合領域での人的交流による研究
の活発化を目指すことが重要であ
る。欧米の事例に見られる産学連
携拠点の成功要因を十分調査し、
日本においてもそのような拠点を
形成して研究資源を集中化するべ
きである。また、第二世代バイオ
燃料技術の研究開発拠点には、資
源国からも研究者を積極的に招
き、人材育成や技術協力を通じ、
資源確保に向けた関係強化を一体
で行うべきである。
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工学博士。エネルギー関連の貯蔵・変換シ
ステムの研究開発に従事。専門は電気化学、
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科学技術政策およびイノベーションマネジ
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1   はじめに 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
科学技術動向研究
AAAS科学技術政策
フォーラム報告
光盛　史郎
総括ユニット
　2007 年５月３日、４日の２日
間、全米科学振興協会AAAS注１）
（American Association for the 
Advancement of Science）の科学
技術政策フォーラムがワシントン
D.C. において開催された。政策フ
ォーラムは、1976年以来毎年春に
開催されており、本年が 32回目
となる１）（2004 年の会合から名称
をコロキアムからフォーラムに変
更）。
　この政策フォーラムは、多数の
テーマについてシンポジウムが開
かれる大規模なAAAS年次大会
とは異なり、セッションやテーマ
数も限られたものであるが、科学
技術予算の議会審議の動向や政策
的重点課題、近年の状況変化など、
米国の科学技術コミュニティが直
面している課題を取り上げ、科学
者や政策関係者等が一同に会して
これらの問題について認識を共有
し、討論を行う重要な機会を提供
している。
　本年は、６回連続参加となるジ
ョン・H・マーバーガー科学技術
担当大統領補佐官（兼大統領府科
学技術政策局長）などの政府高官、
下院科学技術委員会のバート・ゴ
ードン委員長（民主党、テネシー
州）などの議会関係者、大学の教
員及び研究者、関連シンクタンク
研究者・アナリスト、各学会関係
者、さらに諸外国の科学技術政策
の関係者など計 400名以上が参加
した。本年設定されたテーマは以
下の通りである２）。
〈合同セッション〉
蘆  2008 年度の連邦政府研究開発
予算の分析報告
蘆 製薬産業とバイオテクノロジー
R&D
蘆 科学情報の秘匿と公開の問題
（sequestered science）
〈パラレルセッション〉
蘆 科学技術において拡大する州の
役割
蘆 発展途上国における科学技術及
びイノベーション能力の構築
蘆 監視・プライバシーと科学技術
の役割
　本稿では、この政策フォーラム
で議論された主なポイントを報告
する。
注1：AAASは、科学者、技術者、科
学教育者、政策決定者など総計14万
人以上の会員を擁する世界最大規模の
非営利の会員制団体であり、「Science
（サイエンス）」誌の発行元として知ら
れている。
■用語説明■
2   2008年度の連邦政府研究開発（R&D）予算要求について蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　2007年２月５日にリリースされ
た、2008年度の予算教書における
連邦政府予算要求は２兆 9,020 億
ドルで、そのうち連邦政府R&D
予算は 1,430 億ドル、2007 年度比
1.3％増となっている３）。この内訳
を見ると、58％（約 829 億ドル）
が防衛関連R&D予算であり、残
りの 42％（約 600億ドル）が非防
衛関連R&D予算となっている。
防衛関連R&D予算の約 95％を占
める国防総省（DoD）のR&D予
算総額は前年度比 1.0％増の 789
億 9,600 万ドルであり、特に、兵
器開発予算は 5.5％増の 681 億ド
ルとなった。一方、DoDの基礎
研究及び応用研究を含む科学技術
予算は、20.1％減の 109 億ドルと
減少傾向にある（但し、DoDの
R&D予算総額に占める科学技術
予算の割合は約14％程度）。
　AAAS R&D Budget and Policy 
Programディレクターのケイ・コ
イズミ氏は、ブッシュ政権は2012
年までに赤字を削減して財政均
衡を達成することを目標として
いることから、連邦政府R&D予
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算は全体的には、2007 年度に引
き続き 2008 年度も、米国競争力
強化イニシアティブ（American 
Competitiveness Initiative：ACI）
関連予算などの一部を除いて、削
減傾向となったと報告した。具体
的には、２年目に入ったACI 対
象機関であるエネルギー省科学局
（DoE‐OS）、国立科学財団（NSF）、
国立標準技術研究所（NIST）（研
究所分）に、引き続き高い優先順
位が与えられている一方、その他
の機関におけるR&D予算は同水
準または低減され、国立衛生研究
所（NIH）も 1.2％の削減となっ
ている。また、連邦政府R&D予
算のうち、基礎研究は 0.2％減（282
億ドル）、応用研究は４％減（271
億ドル）、開発予算は 2.9％増（828
億ドル）と、基礎研究および応用
研究予算が減少する一方、開発予
算の増加が顕著に現れている。こ
れには、DoDの開発予算の増加
が大きく影響している（図表１及
び２参照）。
　また、気候変動への関心が高ま
り、政策的対応方針が示されたに
も関わらず、気候変動科学プログ
ラム（CCSP）への歳出は 2008 年
度 7.4％低下した。コイズミ氏に
よると、これは、気候変動科学の
最大のスポンサーであるNASA
の関連予算削減によるものである
とのことである。
発言のポイントを以下に示す。
蘆 大学に求められる研究財源の
　多様化と新しいビジネスモデル
　2003 年度までの５年間にNIH
の R&D予算は倍増し、それが研
究者の拡大をもたらした。この急
速に拡大した研究者を従来と同じ
ビジネスモデルで維持することは
困難である。今日、連邦予算の獲
得競争が増大する中で、大学が民
間スポンサーと新しい関係を築く
など、大学における研究は、財源
の多様化によって新しいモデルへ
変化し始めている。連邦政府は、
この変化を奨励する。また、今後、
連邦政府のR&D予算は、拡大す
る研究規模に対応できるほど急速
には伸びないとの見通しである。
連邦政府、州、民間資金の相互の
図表１　各省庁における 2008 年度 R&D予算要求比率（対 2007 年度）
出典：Kei Koizumi“Federal R&D Investments in the FY 2008 Budget”より
図表２　R&D予算の推移（1976 ～ 2008 年度）
単位：10億ドル      出典：Kei Koizumi“Federal R&D Investments in the FY 2008 Budget”より
3   米国が直面する科学技術政策の課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
３‐１
マーバーガー科学技術担当
大統領補佐官のスピーチ
　マーバーガー補佐官は、本年で
６回目となる基調講演で、米国の
科学技術コミュニティが直面して
いる課題や連邦政府R&D予算の
動向などについて講演した。主な
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連携について、さらに検討が必要
である。
蘆安全保障措置がもたらす
　ネガティブ・インパクトへの
　懸念と政府の取組み
　9.11 同時多発テロ発生以降の安
全保障上の処置が科学に及ぼす悪
影響（ネガティブ・インパクト）
については、いわゆる学生査証の
発行状況はかなり改善された。し
かし、海外からの訪問研究者に対
する無作法な査証プロセス、過度
の輸出規制の実施、軍民両用可能
なバイオサイエンスに対する過剰
規制、主要な国立研究所のユー
ザプログラムを抑圧するような安
全保障措置など、まだ深刻な問題
が解決されていない。しかし、同
時に、これらの問題の解決に向
けて、政府は多数の省庁間委員会
を設置するなどして取り組んでい
る。例えば、2004年に設置された
National Science Advisory Board 
for Biosecurity（NSABB）（2007
年４月に“Proposed Strategies for 
Minimizing the Potential Misuse 
of Life Sciences Research”と題す
る報告書を公表）は、軍民両用可
能なバイオサイエンスの問題への
取組として、取扱注意の科学情報
に関する公開制限のガイドライン
を検討している。また、商務省も
輸出規制問題に対して取組んでい
る。メディアはこのような取組み
をもっと取り上げるべきである。
蘆新しい科学技術指標への取組
　―「科学政策の科学」
　私は、2005年の政策フォーラム
で、連邦政府R&D予算を対GDP
比でとらえることは、国の科学
力を測る上で必ずしも有効な指標
ではなく、より定量的な科学技術
指標のための新しい“science of 
science policy”（科学政策の科学）
が必要であると訴えた。これに呼
応し、米国内では、NSFが“science 
of science policy”プログラムを
スタートした。また、国際的には
OECDなどでも議論が始められた
ことは高く評価できる４）。
蘆AAASの予算分析に対する批判
　2008年度連邦政府予算に関する
AAASの分析レポートに関して
は、イヤマーク（紐付き）予算注２）
の取り扱いに重大な欠陥があると
思われる。同レポートが 2008 年
度のDoD科学技術（S&T）予算
について大幅に削減（前年度比
20.1％）したと分析している（図
表１参照）が、この分析結果は最
近のイヤマーク予算を巡る議論を
正しく反映しておらず、予算に関
する議論で広く参照されるAAAS
の分析レポートの読者に誤った情
報をもたらすものである。
　私は、昨年度の政策フォーラ
ムにおいても、イヤマーク予算が
過去５年急速に増加しており、研
究機関のミッションに脅威を与え
る段階に達しているという問題点
を指摘すると共に、AAASに対
して、大統領府科学技術政策局
（OSTP）と大統領府行政管理予算
局（OMB）とも連携し、科学技
術予算分析におけるイヤマーク予
算の包括的な取り扱い方法を検討
するよう要求した。それにも関わ
らず、AAASの 2008 年度予算分
析レポートでは上述のような不備
が改善されていない。
※ 筆者補足：DoD科学技術（S&T）
予算が大幅に変化した理由は、
ブッシュ政権のイヤマーク予
算改革に基づいて、イヤマーク
予算が取り除かれたためである
が、これを単純にDoDの科学
技術予算が激減したと解釈する
のは間違いである。DoDのイ
ヤマーク予算には、糖尿病の研
究など本来DoDが行うべき研
究とは言えないようなプロジェ
クトが含まれるケースが多々あ
り、これが削減されたことが必
ずしもDoDの本来の研究開発
予算の削減を意味する訳ではな
い。イヤマーク予算改革は、不
必要なイヤマーク予算をカット
し、当該機関が本来行うべき重
要な研究にしかるべき予算が執
行されるよう軌道修正するもの
であり、ここでのマーバーガー
補佐官の批判は、AAAS の分
析は、この点を十分踏まえた説
明になっていないという主旨と
考えられる。
３‐２
製薬産業・バイオメディカルに
おけるR&Dの課題
　本年のフォーラムの３つの全
体セッションのひとつとして、
「製薬産業とバイオテクノロジー
R&D」が取り上げられた。製薬
に関するR&D、生産性とイノベ
ーション、知的財産権、臨床試
験における政策的挑戦などについ
て、大学、企業、研究機関の現状
注2：イヤマーク予算は、競争的に選択される他の予算と異なり、その使途が議会
により特定される予算であるが、近年急速に増加しており、特定の議員選挙区への利
益誘導型予算として多用されたり、そのプロセスが不透明である点や、本来の重要な
研究への予算措置を阻害する点などが政権内でも問題視されていた。ブッシュ大統領
は、2007年 1月の一般教書演説で、イヤマーク予算プロセスの透明性とアカウンタ
ビリティの拡大のため、議会に対して全てのイヤマーク予算の情報開示とイヤマーク
予算の半減を求めるなど、包括的な改革を打ち出した 5）。2007年 2月に承認された
継続予算決議ではイヤマーク予算のモラトリアムが盛り込まれ、全てのイヤマーク予
算が一時凍結された。今後は改革の流れを受けてイヤマーク予算はより厳選されたも
のだけとなる見込みである。イヤマーク予算に関するデータベース作りを進めている
OMBによれば、イヤマーク予算は05年度だけで13,497件、190億ドルに達し
ており、DoDだけで過半数を占める。
■用語説明■
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認識と問題提起が行われた。この
セッションでは、Haseltine Global 
Health 社のウィリアム・ヘーセル
ティン会長が製薬産業の現状につ
いて概観し、R&D投資に比して
新薬の承認件数が大幅に減少して
いることを取り上げた。その要因
としては、病気を治すためではな
く、巨大市場のために商品開発を
行っている大企業の姿勢があると
し、企業においてアイデアを製品
に結び付ける能力が阻害されてい
る可能性を指摘した。
　このような、バイオメディカ
ルにおける生産性の問題点につい
て、ノースウェスタン大学のスコ
ット・スターン教授は、①膨大な
投資にもかかわらず、FDAの薬
剤及び生物医薬承認件数は 1980
年代と同程度である注３）、②（遺
伝学からシステム生物学へ発展
しているように）この 30年間に
科学は劇的に進歩したにも関わら
ず、治療や診療の大半は旧来の科
学や伝統的な技術に基づくもので
ある、③バイオテクノロジー産業
は大小数千社もの企業が存在する
が、ほとんどの治療は、既存の大
手製薬企業によって商業化され、
従来のFDAパラダイムの下で規
制されている、といった、バイオ
メディカルの生産性が抱えるパラ
ドックスがあると指摘した。急速
に発展するオーダーメード医療の
実験などに対して、規制の枠組み
が追いついていない点なども指摘
し、規制プロセスの改革の必要性
を訴えた注３）。
　また、Engel & Novitt 法律事務
所のジョン M. エンゲル氏は、バ
イオメディカルR&Dの促進にお
いては知的財産権（IPR）が重要
な役割を果たしていることを取り
上げた。IPRは、民間企業が投資
に対してリターンを得ることを可
能にするイノベーションに不可欠
な原動力であると同時に、高いリ
スクを緩和するための効果的なセ
ーフティネットであると、IPRの
民間R&Dにおける重要性がます
ます高まっていることを強調した。
　その他の課題として、国立医学
図書館のデボラA.ザーリン氏は、
臨床試験が抱える問題点を明らか
にしている。今日、４万件弱の臨
床試験のうち、65％が薬物を対象
とした臨床試験であり、製薬産業
がスポンサーとなる試験に多くの
ボランティアが参加している。し
かし、それらの試験が正当な科学
的試験なのか、結果を有利にする
ための試験なのか疑わしい点もあ
るとし、試験に参加するボランテ
ィアを不当なリスクから如何に保
護するか、結果に誰がアクセスで
きるのかどうやって決めるのか、
結果が有効であることをどうやっ
て保証するのか、といった疑問を
投げかけた。また、多くの臨床試
験結果が公表されておらず、公表
データ上にも発見されにくい間違
いがある。これらは倫理的にも科
学的にも問題があると指摘し、政
策的対応の必要性を訴えた。
３‐３
“Sequestered Science”
（科学情報の秘匿と公開の問題）
　情報の共有、開示、マネジメ
ントといった観点から、科学情
報の秘匿をどう考えるか、すなわ
ち、科学技術情報をすべて公開す
べきなのかという点についても議
論された。テキサス大学のウェン
ディ・ワグナー教授は、研究の遂
行や知的財産権の保護、個人情報
の保護、テロのリスクからの防護
などの場面では、情報を秘匿する
ことは必ずしも悪ではないとしつ
つも、国民の健康リスクに関わる
場合などでは強く情報開示が求め
られ、有効に機能する実際的なガ
イドラインを考える必要があると
の考えを示した。エクソンモービ
ル社シニアヘルス・アドバイザー
のマイロン・ハリソン氏は、企業
秘密情報によって人々の健康に害
が及ぼされないことを保証するた
めの適切な措置が必要であるとの
考えを示した。また、国民の健康
に関するリスク情報の開示につい
て、米国化学工業協会（American 
Chemical Council）が進めている
Long‐range Research Initiative
（LRI：化学物質が人間の健康や
環境に与える長期的影響などにつ
いて研究）を例に挙げ、LRIでは
研究者があらゆる発見を承諾無し
に公表できる権利を有していると
紹介し、あらゆる結果の公表に取
り組むことは、研究の質の向上に
不可欠であり、LRIはその良いモ
デルであると述べた（ハリソン氏
は“Sequestered Science”を「国
民が容易に入手できない科学の成
果」と定義している）。
３‐４
科学技術において
拡大する州の役割
　本年のパラレルセッションのテ
ーマのひとつに設定された「科学
技術において拡大する州の役割」
注3：米国食品医薬品局（FDA）が 2004年 3月に発行した報告書“Innovation 
or Stagnation：Challenge and Opportunity on the Critical Path to New 
Medical Products.”においても同様の指摘がなされている 6）。報告書は、近年、新
薬などの申請件数が劇的に減少している点や、今日のバイオメディカル革命がもたら
す期待にも関わらず、新しい科学の発見が効果的で安全な医薬品の開発に迅速につな
がっていない点を指摘している。同報告書は、その原因として、今日の医薬品開発パ
スが、より挑戦的で非効率かつ高コストになっているとともに、驚異的な基礎科学の
発展に対して、医薬品開発に求められる応用科学が追いついていないとし、研究室レ
ベルの概念を商品に効果的に結びつけるクリティカル・パスのブレークスルーが必要
であるとしている。
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では、ニューメキシコ州、ペンシル
バニア州、カリフォルニア州、ア
リゾナ州などの取組み事例が紹介
され、科学技術の発展に果たす
州政府の役割や地域連携の在り方
などについて議論が行われた。
　ニューメキシコ州知事の科学ア
ドバイザーであるトーマス・ボウ
ルズ氏は、同州は、ロスアラモス
およびサンディア国立研究所、フ
ィリップス研究所、ホワイトサン
ズ空軍基地など大規模な連邦政府
の施設が集積（R&D予算で年間60
億ドル）する科学技術基地である
とし、航空宇宙やバイオ、エネル
ギー、ITなど同州の強みを生か
した長期のR&D投資やインセン
ティブ政策を進め、州レベルのイ
ノベーション促進を図っていると
報告した。「我々は資源は有して
いたが、以前は計画と必要な投資
を行なうための強い決意を欠いて
いた」と、同州における今後のイ
ノベーション牽引の要素として、
州レベルでの科学技術政策の意義
を強調した。
　また、カリフォルニア科学技
術評議会（CCST）専務理事のス
ーザン・ハックウッド氏は、同州
において非営利機関であるCCST
が、州知事、あるいは連邦政府へ
重要な助言を行なっていることを
紹介した。CCSTは、全米研究会
議（NRC）をモデルに 1988年に設
置された組織であり、州内の大学、
研究機関、産業界と広く連携し、
州経済の発展に寄与するさまざ
まな取組を行っている。教育も主
要な取組のひとつであり、CCST
内 に California Teacher Advisory 
Council（Cal TAC）を有し、科学
及び数学教育のためのタスクフォ
ースを設置して人材の育成に努め
ている。また、同州における科学
技術の発展動向も紹介し、その課
題を述べた。
　米国では、これまでも、州政府
が科学技術を州経済とリンクさせ
る形で発展させてきた。したがっ
て、州の科学技術の発展に州政府
の果たしてきた役割は大きい。連
邦政府R&D予算が伸び悩む中で、
地域産業との連携の一層の促進や
イノベーション創出環境の整備・
強化など、州が果たす役割はさら
に増大してきている。また、カリ
フォルニア州の環境問題への積極
的な取組みに見られるように、連
邦政府に代わって州政府がグロー
バルな問題においても前面に立っ
て役割を果たす場面が出てきたこ
とは、大きな潮流の変化である。
３‐５
その他の話題
　その他のセッションとして、発
展途上国における科学技術及びイ
ノベーション能力の構築、監視・
プライバシーと科学技術の役割の
２テーマが掲げられ議論された。
　発展途上国セッションでは、世
界銀行の科学技術及びイノベーシ
ョン・能力の構築プログラムや、
ラテンアメリカの取組み事例が紹
介された。また、RANDのアニ ・ー
ウォン氏は、Global Technology 
Revolution 2020 の結果概要を報告
した７）。これは、グローバルな技
術トレンド調査で、16の技術アプ
リケーションを設定し、29カ国を
対象に技術レベルの順位付けを行
ったものである。
　監視・プライバシーに関するテ
ーマは、昨年までのフォーラムで
比較的大きく取り上げられた国土
安全保障問題である。本年は、ト
ピックを、監視技術と社会、プラ
イバシーの問題等に絞って議論が
行われた。内容的には、情報技術
を用いたテロ対策やプライバシー
保護技術の最新動向などについて
の議論であった。
4   おわりに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　今年の政策フォーラムは、国民
の関心が、次期大統領選挙に向け
た各候補者の動きと、イラク駐留
米軍問題を巡るブッシュ大統領と
議会の駆け引きに大きく集中する
中で開催された。会議参加者の最
大の関心は、減少傾向にある連邦
政府R&D予算への対応に置かれ
ていた。防衛開発関連予算とACI
関連予算に高い優先順位が与えら
れる一方、その他の機関のR&D
予算は現状維持または削減傾向に
ある中で、いかにして研究活動を
維持・発展させることができるか、
州に期待する役割や、製薬産業界
の抱える課題など、各セッション
における議論でも共通課題となっ
ていた。
　一方、2007年１月の一般教書演
説で、ブッシュ大統領が今後 10
年間でガソリン消費を20％削減す
るとの目標を発表し、気候変動問
題に積極的に取り組む姿勢を打ち
出したこともあって、日本では関
心の高まっていた環境問題につい
ては、本年のフォーラムでは特別
にセッションが設定され議論され
るといった場面はなかった。しか
し、クリーンエネルギーについて
は、昨年のフォーラムにおいて議
論されたテーマでもあり、また、
気候変動問題についてもAAAS
理事会が４月 28日付で危機感を
表す声明を発表してフォーラム会
場でも配布するなど、AAASとし
ても環境問題には引き続き高い関
心を有していることが伺えた８）。
　AAASフォーラムは、マーバー
ガー大統領補佐官をはじめ科学技
術政策の中枢にいる主要キーパー
ソンが米国の科学者コミュニティ
と一同に会する会合として、歴史
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的にも貴重な役割を担ってきた。
今後もその役割を果たし続けるも
のと思われるが、この重要な政策
議論の場に日本からも引き続き参
加し、米国の科学技術政策が抱え
る重要課題を把握することは非常
に有益であると考えられる。
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連　載
                                                         分野 3：『脳科学』の進展による生活者の活動支援
                                                     分野 4：安全で持続可能な都市
                                                                            蜷参考：NISTEP　REPORT　No.101
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep101j/idx101j.html
科学技術政策研究所は、「イノベーション25」の検討に資するため、「科学技術の中長期発展に係
る俯瞰的予測調査」の結果を基に、2025年までに日本が目指すべき社会の姿の検討を行った（全
体概要は、5月号を参照）。今号では、検討した6分野のうち標記2分野の概要を紹介する。
2025年に目指すべき
社会の姿
「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検討
１‐１
分野の議論の背景
　情報技術が進展して携帯電話や
インターネットなどが汎用化する
につれ、情報社会の問題は、思想・
予測の領域のみでなく、益々現実
の社会問題として議論されるよう
になっている。2025年頃には、か
つて社会をまとめるために役立っ
た権威（国家、訓練・教育制度、
道徳など）や共通の価値観が希薄
化し、個人はそれぞれの嗜好や価
値観に従って行動するようになっ
ている。社会の中の情報量が指数
関数的に増加することが実感され
る情報爆発の時代に突入し、社会
の多様性や不透明性が増大する。
このため、古典的な危険である天
災・疾病などに対する対応策は拡
充しているにもかかわらず、人々
の不安・危険意識が拡大し、安
全・安心に対する要求が増大して
ゆく。人々の不安は、加速する科
学技術の進展とその性急な社会適
用に対しても向けられる。そこで、
多様化・複雑化・迅速化した社会
の中でこそ、適切な合意形成を促
進する知識･技術が益々求められ
るようになる。また、工業化時代
に始まった少子高齢化問題は継続
し、累積的社会問題となっている。
　このような時代にあって市民の
求めるものは、新製品などの物質
的なもの自体でなく、眼で見たり、
手に触れたりしにくいものとなっ
ている。すなわち、適切な知識を
適切な時期に獲得して活用できる
こと、感性や心の豊かさ・自立観・
社会の寛容さの増大、他の人々や
自然との係わり合いや調和などが
それらである。このために、近年
進展している『脳科学』や、身体
性をもって人や世界と相互作用で
きる情報システムを開発するロボ
ット科学が、2025年の社会・世界
の問題を検討するために有力な手
段として注目されている。
１‐２
分野のまとめ
　分野３では、脳神経科学・認知
科学・医療・工学の発達によって、
これらの知識が他分野や一般社会
へ普及して、安全安心・子どもの
健全な成長・多様で開かれた社会
などの社会ニーズと結びつく可能
性を検討した。その結果、2025年
における一般生活者の働き方・学
び方・暮らし方・人間関係などに
どのような変化をもたらすかを、
図表１に示すように、「健康・医療・
介護」、「教育・学習・日常生活」、「労
働・安全・安心」の三つの視点か
ら考察した。ここでいう『脳科学』
とは、脳神経科学・認知科学・医
療・工学（ロボティクスなど）が
融合した広い意味での知識・技術
体系を意味する。
　以下に、2025年の社会像および
『脳科学』の進展状況を概観した後、
三つの視点からの「生活者の活動
支援の姿」の概要を述べる（詳細
は、報告書P.85～ 106を参照）。
盧2025年の社会像
　様々な技術進展の先に見える社
会の需要をまとめると、以下の三
種があげられる。
蘆 個人の多様性を尊重し、その可
能性を拡げる「寛容な社会」
蘆 少子高齢化が進み、高齢になっ
ても学び・働き・社会参加でき、
社会人になってからも再び学
び直したり、職業を変えたりし
易いなどの「人生での選択の可
能性が多重になっている社会」、
1   分野3「『脳科学』の進展による生活者の活動支援」の概要 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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「子供たちが心身ともに健全に
育つ社会」
蘆 安全・安心面においては、災害・
事故・天候変異・疾病に関係し
て多重に予防対策が講じられ、
「信頼できる衣食住を選択でき
て病気になりにくい社会」
盪『脳科学』の進展状況
人の理解が進む
　人による情報の獲得・変更・保
持・活用などを解析する認知科学
によって、言語処理・思考・学習・
意識などのメカニズムに関する知
識が蓄積される。脳の構造・生理・
遺伝的特質の解明が進み、認知
機能との対応付けが充実する。さ
らに、情報科学・エレクトロニク
ス・材料科学やそれらの融合研究
によって、人の認知・行動や社会
のダイナミズムの高度なシミュレ
ーションが可能になる。これによ
り、脳や身体の理解と、それらの
人工システムによる再現・模倣が
相互に関わり合いながら進展して
いる。
『脳科学』の知識･技術を利用して
社会活動に応用する技術が進む
　人の様々な認知・心理的な傾向
や制約、行動様式が理解されるこ
とにより、様々な人が自立して、
快適な生活・意思疎通・相互理解
を支援・改善する社会システムが
実現している。これらに関連する
道具や技術が開発され、広く利用
されている。
蘯 生活者の活動支援の姿
　―健康・医療・介護の充実―
　精神・運動疾患や認知機能に関
連した疾患の早期発見・予防・治
療が高度化し、病気や怪我を予防
する知識やシステムが普及し、疾
病・障害が生じてもできる限り自
立して社会と共に生きることがで
きる社会システムの整備が進む。
さらに、介護ロボット・機器の普
及により、介護者の負担が減少す
る。これらの結果、健康で労働意
欲のある高齢者が増え、高齢者に
対する理解も深まり、様々な世代
の人々が尊重し合い、助け合いな
がら共に生きる社会システムが充
実する。
盻生活者の活動支援の姿
　―教育・学習・日常生活の高度化―
　家族や社会が協力して、子供の
能力・個性や環境を考慮したケア
をすることができ、子供の社会性
や情緒の健全な発達を促す。その
結果、子供は個性に応じて学習が
できるようになり、目的が明確化
され、学習する意欲が増す。多様
な適性・経歴に応じて生涯を通じ
て学び研鑽する機会が得られる社
会になり、生きがいをもって働き、
余暇と家族との語らいを大事にす
る生活が容易になっている。さら
に、公共施設・制度に対する社会
的意思決定過程を支援するシステ
ムができ、市民の意見が社会に反
映され易くなる。様々な購入要求
を満たす商品の発見・選択を支援
するシステムが普及して、消費者
が的確・容易に希望の商品を購入
できる。
眈生活者の活動支援の姿
 ―  労働・安全・安心に関わる
  システムの変革―
　機械を含めた労働システムが、
不注意や疲労などの人の避けが
たい性向を察知して補完し、人
と機械との協働環境が普及拡大
する。多様な人・組織の間で知識・
図表１　調査の視点と検討の流れ
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技能の移転が容易になり、効率良
く人に優しい生産システムが活用
されている。災害・事故・天候異変・
感染症などに対処する緊急時の意
思決定システムが整備され、災害
などの予防体制が多重に整備され
る。さらに、一般市民の災害・防
災に対する理解も深まり、様々な
人ができうる限り自力で対処でき
るようになる。既存の社会構造で
は、災害発生時に支障になる部分
が改善されて災害救助システムな
どの整備が進み、アジア諸国を始
めとして他国との相互協力が実現
するようになり、世界から日本の
国際貢献が高く評価されている。
１‐３
生活者の視点から見た
変化の例
　分野３で出された主な例を、「健
康・医療・介護」、「教育・日常生活」、
「労働・安全・安心」の三つの視
点からまとめて図表２に示す。
図表２　分野３「『脳科学』の進展による生活者の活動支援」で出された将来像の例
（注）「蘆」印は「科学技術の俯瞰的予測調査」での課題項目を示す。
人と機械との協働環境
藺 単純で負荷の高い労働のロボットに
よる代行により、人が人ならではの
活動に専念している
蘆 単純負荷労働ロボット
藺 働きがいのある労働の仕方が実現
する
蘆 人に技術を合わせるテーラーメー
ド・支援システム
藺 高齢者や障害者の能力を補うこと
で、社会への参画を助ける
蘆 脳直結型インタフェース
防災・防犯
藺 日本が誇る知能ロボット技術を駆使
した国際災害救助隊が活躍している
蘆 災害救助ロボット技術
藺 知らない人同士が隣り合って生活す
る場所でも、安心して暮らすことが
できる
蘆 挙動不審者発見自動的システム
藺 ヒューマン・エラーの予測による危
険回避などが可能になる
蘆 高性能な脳活動センシング・モニ
タリング
重労働解放・危険回避
藺 人が危険作業や極限作業に従事する
必要が減少している
蘆 製造・建設作業・極限作業ロボッ
ト技術
藺 犯罪、災害の予防が進み、被害の規
模が減少している
蘆 危険物の察知・除去用遠隔操作ロ
ボット
蘆 家庭用・地域セキュリティシステム
労働・安全・安心
教育・学習システムの充実
藺 多様性を認めた教育により、世界的
に高いレベルの学力水準を達成して
いる
蘆 脳機能の多様性の理解と適切な能
力育成技術
藺 幼児期の重要性についての知識が一
般に広く普及し、子供が子供らしく
育つことができる社会になっている
蘆 健全な脳機能発達を促す技術
藺 外部脳活用によって洞察・創造や意
思疎通が効率化していく
蘆 記憶機能を拡張する外部脳機能シ
ステム
生活システムの整備
藺 家そのもののロボット化が進み、安
全・便利・快適な生活環境が整備さ
れている
蘆 本人の指示がなくても状況にあっ
た情報サービス提供システム
藺 言語・感情表出などの情報を活用し
て、多くの人が積極的に社会活動に
参加する
蘆 身振りや表情などの入力手段を協
調的に利用できるヒューマン・イ
ンタフェース
社会・経済システムの効率化
藺 発見・選択を支援するシステムによ
り、購入したい商品の発見・選択・
購入が的確で容易になっている
蘆 曖昧な指示により目的情報にたど
りつく検索技術
藺 人的要因を未然に防ぐ機能が導入さ
れ、交通事故が大幅に減少している
蘆 ヒューマン・エラー警告システム
教育・学習・日常生活健康・医療・介護
脳疾患の予防・治療
藺 アルツハイマー病などの進行を阻止
する技術が開発され、発病しても自立
して長く高いQOL（生活の質）を維持
できる
蘆 脳機能の低下を抑制して痴呆を防
止するシステム
藺 ストレスの引き金や生理的必要性に
関する理解が広がり、ストレスと上手
く付き合うことができるようになる
蘆 精神的ストレス定量化技術、躁う
つ病の原因解明
藺 発達障害の早期発見と対処法が開発
され、子供の多様性を理解し、皆で
協力して子供を育てる社会システム
になっている
蘆 情緒や社会性の発達機構に対する
理解と養育技術
疾病・傷害器官の再生・補綴
藺 脳機能や運動機能に障害があって
も、容易に社会参加できるシステム
が整う
蘆 神経活動を活用した義肢を随意的
に制御する技術
藺 言語や感覚に障害がある人も含め、
多様な人の間で意思疎通が向上する
蘆 意志を言語に変換する装置、意思
疎通支援システム
自立的生活維持と介護負担の減少
藺 被介護者の自立を促し、家族や専門
家が介護しやすい環境が整う
蘆 被介護者の状態に応じて支援する
介護ロボット
藺 加齢に伴う認知様式の変化に対する
理解が広まり、高齢者が尊敬され大
事にされる社会に戻る
蘆 障害者、高齢者が能力を発揮し、
快適に仕事ができる環境や労働
支援技術
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２‐１
分野の議論の背景
　人間活動が集中する「都市」で
は、社会問題が先行的かつ集約的
に顕在化する。大規模なインフラ
やシステムが集中する「大都市」
では、環境問題や交通問題が深刻
化する一方、「地方都市」では人口
減少による荒廃が進展している。
　2025年の生活環境が持続可能で
あるためには、「都市」における
生活が、省エネルギー、低環境負
荷、高耐久、安全であるとともに、
美しい景観を取り戻し、少子高齢・
人口減少下でも活力あるものであ
る必要がある。
　多くの都市基盤インフラが更新
時期を迎える 2025 年前後は、今
後 100年単位の社会基盤のあり方
を決定することから、都市再生に
向けた一大転換点である（詳細は、
報告書P.128～ 131を参照）。
２‐２
分野のまとめ
盧将来像に向けた検討の手順
　（報告書P.109～124）
　「持続可能」の一般的な定義は、
「将来世代が自らの欲求を充足す
る能力を損なうことなく、今日の
世代の欲求を満たすこと（1992年
国連地球サミット）」である。分
野４では、現在及び将来に直面す
る重大な都市・社会問題として以
下を想起した。
① 地球環境・エネルギー問題の深
刻化
② 人口減少と拡散による都市の荒廃
③自動車依存と交通事故の増加
④自然災害に対する都市の脆弱性
（報告書P.108参照）
　それらが解決される道筋を明ら
かにする上で、４つのサブテーマ
を設定し、それぞれ技術および社
会制度両面で必要となるイノベー
ションについて検討した（図表３）。
盪2025年の社会像
　４つのサブテーマ毎の検討の結
果、2025年の「安全で持続可能な
都市」のあるべき社会像を以下の
６つの観点からまとめた。
① 多様なエネルギーを活用して
　低CO2排出量になった都市
　大幅なエネルギー効率改善技術
や、再生可能エネルギーを中心と
した多様なエネルギー資源利活用
技術が浸透する結果、特定のエネ
ルギー源に依存せず、大幅な二酸
化炭素排出量削減が実現する。都
市内の職住近接や、学校・病院な
ど拠点単位の街区形成が進み、建
物間のエネルギー相互融通により
エネルギー削減が可能となる。街
区単位で二酸化炭素排出量を最小
化するエネルギーマネジメントが
行われ、協同意識が生まれる。ヒ
ートアイランドなど都市の熱環境
問題が緩和され、健康影響が改善
する。
　あらゆる製品のリサイクル技術
が普及し、都市への資源・エネル
ギー投入量が大幅に減少し、大規
模な廃棄物処分場が不要となる。
国内バイオマス資源の利活用技術
が確立し、休耕田や間伐材の利活
用が進展し、農山村でのエネルギ
ー生産が拡大する。二酸化炭素排
出量削減の具体策が浸透し、将来
世代にわたるエネルギー有効活用
と生活環境の維持を実感できる。
② 安全で低環境負荷な交通システム
の実現
　生活者が徒歩で移動できる範囲
に、必要な生活機能が集積したコ
ンパクトな都市が実現し、移動に
伴う身体的負担や事故発生のリス
クから開放される。公共交通と低
環境負荷自動車および道路インフ
ラが統合した新たな都市交通シス
テムが整備されることで、特に高
齢者や個人の判断ミスによる交通
2   分野4「安全で持続可能な都市」の概要 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表３　将来像の検討手順
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事故が激減し、都市内の安全な移
動が実現する。公共交通の利便性
が向上する結果、自動車の個人所
有が必要不可欠では無くなり、カ
ーシェアリングなどの共同所有形
態やレンタカーシステムも進展す
る。
　移動の目的・用途にあった自動
車の使い分けが進む中で、低環境
負荷自動車の新たな利用形態が一
般化する。短距離の日常移動手段
には小型の電気自動車や燃料電池
自動車、都市間移動や幹線物流に
は中大型のバイオマス燃料車やハ
イブリッド車が活用されるように
なる。自動車の省エネルギー化や
燃料の多様化が進展し、石油資源
への過度の依存が軽減される。幹
線物流を中心に自動運転技術が導
入され、輸送効率が改善され、渋
滞が緩和されるとともに環境負荷
が低減される。
③ 長期耐用可能な社会基盤が形成
された都市
　欧州の都市同様に、100 年単位
の時代の変化にも柔軟に対応でき
る社会基盤が構築される。建物構
造材の長寿命化と余裕を持った街
区計画・建物設計手法が浸透し、
世代を超えて建物資産が継承され、
個人の住居費負担も軽減される。
環境と経済の両立とともに、都市
の景観が大きく改善され、住む人
が誇りを持てる都市が実現する。
④地震災害に対する備えがある都市
　次世代耐震強度基準を満たす建
物が大部分を占め、都市内の倒壊
リスクが大きく軽減する。分散エ
ネルギーシステムが構築され、エ
ネルギー供給多重化やエネルギー
貯蔵により、地震災害時の大規模
な供給遮断リスクが軽減し、万一
遮断した際も、容易に復旧可能と
なる。
　地震災害の発生時期予測や、発
生した場合の建物・地域単位での
被害状況を精度良く予測すること
が可能となり、リスク評価が容易
になる。センサ技術の発展や情報
ネットワーク整備により、住民個
人レベルでのきめ細かな被災状況
に基づく対策が可能となる。国／
自治体／企業／個人で階層化され
た情報共有化システムが実現し、
迅速な被災地支援が可能となる。
ハザード情報やリスク情報が整備
され、適切な事前対策や保険の普
及進展により、地震災害に対する
十分な備えが実現する。
⑤個人の環境負荷の自覚
　身近な生活に関わる製品・サー
ビスや移動手段、居住地域毎に環
境負荷が明示され、環境情報が個
人にわかりやすく提供されるよう
になる。農作物についても、より
環境負荷の少ない育成方法や生産
地、市場流通手段が選択されるよ
うになる。生活がもたらす環境負
荷が定量的に把握できるようにな
り、個人の環境問題に対する意識
が向上し、消費選択行動やライフ
スタイルに大きく影響を与えるよ
うになる。環境ビジネスが経済的
に成立するようになり、新たなサ
ービス産業が数多く出現する。ま
た、都市行政における地球温暖化
対策の実行にあたっては、地域住
民のコンセンサスを得るのみでな
く、積極的な参加や協力が進み、
好循環が実現する。
⑥ 日本各地で賑わいある都市が
　再生する
　都市のコンパクト化は、無計画
で乱雑な都市の拡散を食い止め、
中心市街地の居住機能改善を実現
する。人口集積地域では、学校、
公園、病院などの必要な公共施設
が重点的に整備され、良好な居住
環境が保障されるようになる。道
路インフラや上下水道、ガス等の
必要な社会基盤の維持管理に必要
な財政負担が軽減し、その分を教
育基盤等の拠点整備や産業育成に
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充当できる。サービス産業を中心
に、地域の特性を生かした新たな
産業が創出され、経済活動が活性
化する。人や物資の移動や経済活
動が効率化することで、二酸化炭
素排出量が大幅に減少し、地球環
境に調和した持続可能な都市環境
が実現する。
　中心市街地近傍への人口再配置
が進み、新しいコミュニティが形
成されるとともに、移動時間縮減
により得られる余剰時間を用い、
生活者の地域コミュニティ活動や
文化・スポーツ活動が活発化する。
環境意識の向上した生活者個人
は、地域コミュニティ単位での環
境問題を共有化するようになり、
環境負荷低減活動の協同が活発化
する。また、地震対策に関しても、
情報共有化を通じた地域コミュニ
ティ単位の協同が根付き、個人と
地域コミュニティとの一体感の醸
成や、安全・安心が実現する。
　特に地方都市ではコンパクト
化を契機に、大都市圏への人口流
出による人口減少に歯止めがかか
り、日本各地で賑わいのある生活
が戻る。林業や農業従事者も都市
内に居住し、勤務地（林地、農地）
へ通勤する形態が一般化し、一次
産業の姿も現在と比べ大きく変化
する。
　上述の６つの将来像は、それぞ
れ個人～コミュニティ～社会基盤
の様々なレベルに深く関連してい
る（図表４）。
２‐３
生活者の視点からみた
変化の例
　分野４で出された将来像の例
を、サブテーマ毎に図表５に示す。
図表４　将来像の位置付け
図表５　分野４「安全で持続可能な都市」で出された将来像の例
コンパクト都市 低環境負荷交通システム
【長期耐用型の余裕ある社会基盤技術】
100年単位の時代の変化に柔軟に対応できる社会基盤が構築される
蘆建物構造性能モニタリング保全技術
蘆既存建物の高精度非破壊検査及び補強技術
蘆世代交代対応／業態変化対応可能な住宅・建築システム
蘆高強度高じん性溶接技術
蘆鉄骨工事合理化接着技術
【社会基盤インフラの更新技術】
周囲環境に悪影響を与えず、資源を無駄なく活用して社会基盤が更新される
蘆  LCA（ライフサイクルアセスメント）を踏まえた土木・建築構造物設計
技術
蘆保守解体機能を予め組込む建築技術
蘆社会基盤再生、超寿命化維持管理技術
【公共交通と自動車の融合型新交通システム】
都市内で高齢者の安全な移動が実現するとともに、公共交通の利便性が向上し、
自動車への過度の依存が解消する
蘆自動車故障／事故予知センサ技術
蘆交差点出会い頭事故防止技術
蘆高齢者運転操作支援システム
蘆自動運転技術（事故予防、円滑運転）
【道路交通量のコントロール】
自動車交通需要が適正化し、渋滞が解消され、環境負荷が低減する
蘆交通需要最適化システム
蘆個別配送向け共同配送システム
【用途に応じた多様な低環境負荷自動車】
用途に合わせた低環境負荷自動車の普及が拡大し、環境負荷が低減する
蘆燃料電池自動車技術
蘆水素供給インフラネットワーク技術
蘆バイオマスエネルギー変換技術
分散エネルギーシステム 災害軽減システム
【地区／街区単位の電気・熱エネルギーの融通】
地区／街区単位でエネルギーを融通し合い、時間的空間的な需給ミスマッチを
解消し、地域単位で効率的なエネルギー利用が実現する
蘆マイクログリッド技術
蘆高効率地域熱エネルギー供給技術
【太陽光発電・バイオマスの一般化】
太陽光発電が低コスト化し大規模に普及する。穀物以外の国内資源を生かした
バイオマスエタノール燃料が普及し、休耕田や里山の再生が進む
蘆高効率大面積薄膜太陽電池技術
蘆エネルギー資源作物／低コストバイオマス燃料製造技術
【水素供給ネットワーク・燃料電池の大規模導入】
定置式燃料電池システムが低コスト化して大規模に普及し、家庭のエネルギー
効率が飛躍的に向上する。再生可能エネルギーで水素生産が開始される
蘆固体高分子形定置式燃料電池
蘆バイオマス水素製造技術
【エネルギー貯蔵（二次電池など）の導入】
風力発電など不安定な自然エネルギーの大規模導入が可能となる
蘆高効率低コスト二次電池技術
【建築構造物の耐震性向上】
建築物の耐震性能を的確に評価できるようになり、補強・改修が進むことで、
都市内の倒壊リスクが低減する
蘆次世代免振／制震技術
蘆高層建築向け耐震性評価・補強技術
【リアルタイム地震情報の広範かつ十分な利用】
大規模地震発生予測が精度良く可能となる
蘆地震到達前情報伝達防災ネットワーク技術
蘆中期的大規模地震発生予測技術
蘆個人携帯端末による避難誘導防災システム
【地震時の被害状況把握および迅速な対応】
大規模震災時の被害予測に基づく十分な事前対策が可能となる。被災状況を瞬
時に把握し、迅速で的確な被災地支援により早期復旧が可能となる
蘆大規模震災時の被害予測シミュレーション技術
蘆衛星／レーダ情報を用いた広域災害状況監視システム
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